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はじめに 

 

本書は香川大学経済学部吉田ゼミナール３年生による共同調査報告書である。この共同研究は、

私が前任校在任中の２００１年度に開始し、今回で 9 回目を迎えた。これまでの共同研究と同様、今回

も働く人達を対象にしたインタビュー調査を主軸に据えている。 

インタビュー調査を実施してきた理由の一つに、組織の中で働き、そして生活していくことにおける

問題を、生の声を聞くなかで考えてもらいたいということがある。ともすると机上の空論、知識偏重になり

がちな大学での勉強を、実際の世界で働いている方の意見を聞く機会を設けることにより、学問上の

問題意識をこれまでより身近で、現実のものとして肌で感じてもらいたいということである。 

第二に、私の造語になるが「調査力」というものを身につけてもらいたいということがある。問題意識の

明確化、調査項目の設定、そして情報収集、インタビューの実施、分析、報告書の執筆という一連の

調査を遂行し得る能力のことである。とりわけ、インタビュー調査においては、自分の知りたいことを適

切に相手に伝え、相手から聞き出していくコミュニケーション能力の涵養が柱となろう。将来の知識創

造的な仕事に就くことが嘱望されるゼミ生たちには、是非培ってもらいたい能力と考え、調査を実施し

てきた。 

第三に、ゼミで共同調査を始めた 2001 年頃は就職氷河期まっただ中であった。ゼミ生たちに大学

時代に一生懸命取り組んだことの一つとして、このインタビュー調査の経験を少しでも糧に就職の面接

に臨んでもらいたいという不順な動機があったことも否めない。いや、こちらの理由の方が主で、他は

後付けの理由と言ってもよい。 

ここ数年続いた売り手市場も終り、新卒市場は再び氷河期へと転じようとしている。こうした中で、この

調査経験を自らの大学時代の礎として就職活動に臨んでもらいたい。くわえて、このインタビュー調査

には学生たちの就職活動、つまり今後の職業生活の選択にとって重要な意味があるとも考えている。

それは、かつて OB、OG 訪問の文化があったころ、大学生は先輩達の生の声を聞くことによって、自

分のキャリアや就職後の生活を設計し、会社を選択していた。場合によっては、訪問した先で対応した

OB や OG が自分にとってのキャリア・モデルになりさえした。先輩を訪ねて企業訪問をする文化がなく

なった現在、このインタビュー調査は、そうした OB、OG 訪問の機能的等価物になるのではないかと考

えている。インタビューを通してインフォーマントの方々のキャリアやライフスタイルに触れ、自分の今後

の生活を考える契機になることを期待している。 

さて、香川大学では 6 回目となる共同調査だが、過去の反省を踏まえてその実施方法が進歩してき

たかどうかについて自問してみると、なかなか忸怩たる思いがある。4 月にゼミ生となった学生たちが、

実質３ヶ月の中で基礎的な知識の習得、調査に向けた問題意識の共有化、そして調査項目の設定な

ど、インタビュー調査に関する準備全てを行うのは難しい。やはり一定の時間が担保されなければなら

ないように感じている。知識が自分の物となっていくためには発酵する時間というのも必要としているの

だろう。蛇足的に言うと、高速道路土日 1000 円の影響を受けて、これまで実施してきた６月に文献研

究のための合宿や 4 年生との 9 月の合同合宿も会場確保に困難をきわめた。政権交代はしたとはい

え、来年も同じ状況となりそうなので、頭の痛い課題である。 

ただ、今年のゼミ生は随分と頑張ってくれた。オブリゲーションを超えて積極的にインタビューを実施

してくれたグループもある。また年末の初稿（途中経過）の提出も、ゼミ生にとっては大変だったであろ
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うが、守ってくれた。したがってこの報告書も、過去 9 回で最も良い出来の報告書に比しても、遜色の

ない水準にまで仕上がっているのではないかと思っている。ゼミ生たちには、この報告書を出発点にし

て来年度の卒業論文へとつなげていってもらいたい。 

最後になりましたが、お忙しいなか調査に御協力いただいたインフォーマントの方々に御礼を申しあ

げます。見ず知らずの学生たちに貴重な機会を作っていただいたことに感謝いたしますとともに、今後

とも様々な形での御指導・御鞭撻いただければと思っております。何卒よろしくお願いします。 

 

2010 年１月 29 日 

香川大学経済学部教授 

吉田 誠 
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第 1章 男性による育児参加の現状と課題

能智那奈子

はじめに

女性の社会進出が進むにつれて、“男性は仕事、女性は家庭”という従来の性別役割分業

意識が見直されるとともに、仕事と家庭の両立支援について、その重要性が論じられてき

た。しかし、依然として、家事・育児といった家庭的責任の多くが女性の負担となってお

り、中でも育児は女性のキャリアを阻む大きな要因になっている。そのため、女性のキャ

リア形成にはパートナーである男性の協力が不可欠であるが、男性は育児に対してあまり

積極的ではないという状況が続いている。

2005 年 4 月に施行された「次世代育成支援対策推進法」によると、ある一定の基準を満

たしている企業には「次世代認定マーク」が付与され、それを商品や CM などに掲載し、次

世代育成支援企業であることを PR できるとされている。この次世代認定マーク取得のため

には、計画期間内に男性の育児休業取得者を 1 名以上輩出しなければならないということ

が明示されており、この法施行をきっかけに多くの企業が男性の育児休業に注目し始めた。

しかし、現状として男性は仕事優先になる場合が多く、育児参加の象徴でもある育児休

業の取得率は依然として低いままで、男性の育児参加は限定的なものになっている。この

背景には、潜在的な性別役割分業意識や企業風土の問題が少なからず影響していると考え

られる。「日経ビジネスオンライン」(2006 年 9 月 12 日)の記事によると、パートナーのキ

ャリア形成に協力するため、定時に帰宅し、買い物や食事の支度、子供の世話などをして

いる男性に対し、職場では、「共働きは稼げていいなぁ」「なぜそこまでして女房を働かせ

るの？」と嫌味を言う人達がいるという事実を載せ、「世間の風は、仕事をする妻よりも、

妻に協力しようとする夫に対して冷たい」と指摘している。こうした一部の光景を取り上

げただけで全てを語ることはできないが、男性の育児参加が進まない要因の一つとして、

このような社会や企業の現状があるということは否定できない。

本稿では、こうした男性による育児参加の現状について、その要因となっている潜在的

な性別役割分業意識や職場における問題点を指摘したうえで、今後の課題となる企業の取

り組みについて考えていきたい。

第１節 育児参加の希望と現実

まず、男性の育児参加に関する意識と現状について確認する。男性自身の生活にとって、

育児へ参加することはどのような位置づけとなっているのだろうか。図表１では、男性の

仕事と家事・育児の優先度について希望と現実を表したものである。希望としては、「仕事

と家事・育児を両立する」という回答が58.4％と最も多くなっており、続いて「どちらか

というと仕事を優先する」が19.4％、「どちらかというと家事・育児を優先する」が12.4％

となっている。それに対して現実は、「どちらかというと仕事を優先する」が57.0％で最も

多く、「仕事に専念する」が17.0％と続いており、多くの男性は、家事や育児にも協力し、

仕事との両立を希望しているにもかかわらず、実際には74.0％もの男性が、仕事中心の生
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活を送っている状況であるということが分かる。

図表１

出所 : 厚生労働省 (2008)

次に、育児休業取得の動向について見ていく。図表２は、男女の育児休業取得率の推移

を示したものである。2008年度の結果によると、女性の取得率は90.6％であるのに対し、

男性の取得率は1.2％と対照的な結果になっている。なぜ、男性の育児休業取得率は低いま

まなのだろうか。

そもそも育児休業は、従業員が希望し、申請することが前提となっている。そのため、

男性自身の希望、あるいはパートナーである女性の希望がなければ、このような低い取得

率となっていても問題ではないが、厚生労働省の「両立支援制度の利用意向（従業員調査）」

（2008）によると、育児休業を取得したいと考えている男性の割合は全体の31.8％で、子

供のいる男性だけで見ると33.1％となっている。さらに、制度を利用したい理由について

は、「子供が小さいうちは育児が大変だから」という回答が79.1％と最も多く、「子供が小

さいうちは自分で育てたいから」というのが46.0％と、次いで多くなっている。

このように、育児休業制度を利用したいと思う男性は３割を超えており、育児に積極的

に参加してパートナーに協力したいという気持ちを持っているということが分かる。この

現状を考慮したうえで実際の制度利用率の低さをみると、制度を利用したいという気持ち

はあるものの、実際は利用できていない男性が少なからず存在しており、ニーズが潜在化

していると言える。

さらに、男性の育児休業取得に関しては、企業と従業員との間に認識の違いがあるとい

う結果も出ている。図表３では、育児休業制度を「取得しやすい」と回答した企業に勤務

する従業員が、実際に「取得しやすい」と感じているかどうかを示したグラフである。女

性に関しては企業の認識との間に大きなずれはなく、育児休業制度を「取得しやすい」と

する企業で働いている女性従業員で「取得しやすい」「どちらかといえば取得しやすい」と

回答している割合は85.1％と高い。一方、男性の場合を見てみると、「（男性が）取得しや
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すい」としている企業に勤務する共働きの男性従業員で、「取得しやすい」「どちらかとい

えば取得しやすい」と回答した割合は21.4％に過ぎず、企業と従業員の間に大きな認識の

ギャップがみられている。

以上のように、男性の育児参加については、希望と現実との間に少なからず隔たりがあ

り、企業がその潜在的なニーズに対応できていないという事実が明らかになった。次節で

はその要因について考察していく。

図表２

出所 : 厚生労働省 (2008)

図表３

出所 : 厚生労働省 (2008)
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第２節 男性の育児参加が進まない要因

男性の育児参加が進まない要因としては、潜在的な性別役割分業意識の存在と職場にお

ける問題の二つが考えられる。内閣府の「男女共同参画社会に関する世論調査」(2009) に

よると、“夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである”という意見に対して、男性で賛成の

割合は 45.9％であり、半数を割っている。この割合は年々減少しており、性別役割分業意

識は徐々に弱まっているかのように見える。しかし、図表４で示したように、男女の時間

の使い方には大きな違いがあり、男性は仕事中心で、女性は仕事と家事・育児の両方を担

っていることが分かる。このことから、「女性が働くこと」自体に抵抗はないが、家事や育

児といった役割は、依然として女性が果たすべき責任であるという意識が根底にあるので

はないかと考えられる。

図表４

出所 : 総務省 (2006)

こうした性別役割分業意識が一般に存在する以上、企業の中にもその意識は存在する。

前述したように、一般的に多くの男性は、職場において育児休業を取得しづらい雰囲気に

あると回答している。それは短時間勤務など他の制度においても同様で、男性が積極的に

家事や育児に協力することを肯定的に捉える職場は決して多くない。図表５は、男性が、

育児に関わる休暇・休業制度を取得しなかった理由を挙げたグラフである。「職場に迷惑が

かかる」と回答した男性が半数で、男性が休暇・休業制度を利用することに対する職場の

理解が進んでいないことが読み取れる。「実際、育児休暇を取得した男性の多くは、職場の

上司や同僚から『自分たちは（妻の職場に比べて）軽く見られているのではないか』と不

満を漏らされることがあるという」（「日経ビジネスオンライン」2008 年 6 月 20 日）。育児

休業取得によって仕事への責任感や会社への忠誠心が疑われるような職場であっては、男

性が積極的に育児参加することは難しい。男性の３人に１人は育児休暇を取得したいと希

望しているにもかかわらず、実際の取得者が増えないのは、こういった古い企業風土の問

題が影響している可能性が高い。
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図表５

出所 : 厚生労働省 (2008)
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影響し、男性の育児参加への意欲を阻害する要因になっているのではないかと考えられる。

図表６

出所 : 総務省 (2006)
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第３節 従業員の意識とその背景

次に、インタビュー調査をもとにした考察を行う。第２節では、男性の育児参加が進ま

ない要因として、潜在的な性別役割分業意識の存在と職場における問題の二点について述

べたが、実際に働く人々はどのように感じ、行動しているのだろうか。当節では、男性の

インフォーマントを中心に、性別役割分業に対する意識とその背景を探り、男性の育児参

加が進まない要因について考察する。今回のインタビュー調査では、男性のインフォーマ

ントは９名で既婚者は７名、その内、子供がいるのは４名、共働きは２名だった。

“男性は仕事、女性は家庭という考え方をどう思うか”という質問に対して、20 代男性

の JX 氏は、「男は仕事、女性は家事っていう考え方はもちろん日本の文化としてはあるべ

きだと思う。…中略…ベースは、男はきっちりと仕事をしてある程度お給料をもらってき

て、で、子供がちょっと手離れましたという間に例えば仕事をするとかね」と述べており、

男性は仕事、女性は家庭という性別役割分業意識はある程度明確に持っており、仕事に対

する責任を強く表していた。

また、「生まれ育った環境がそうだから、そういう固定概念はある。あるんだけど、俺と

嫁の関係を考えたときに、必ずしもそれが正しいとは思わない」（XL 氏：男性、20 代後半）

というように、両親の夫婦の在り方に影響を受けたことで、そういった認識が前提にはあ

るものの、実際に自分のパートナーとの関係でみると、男性は仕事、女性は家庭という形

ではないようだ。しかし、XL 氏にはまだ子供はいないが、「（子供ができてからもパートナ

ーが仕事をするのは）無理がなきゃいいけど。二人とも仕事で、家に子どもだけっていう

のはありえない。…中略…俺の実家の近くに住むのか、彼女の実家の近くに住むのか。で、

手があれば借りればいい。そこまでして、働きたいかっていうことだよねっていうのはあ

るけど」というように、実際に子供ができて、家庭の負担が増えたときに、パートナーが

仕事を続けられるかどうかは難しいという回答だった。

実際、この質問に対しては始めから明確な答えを返してこないインフォーマントも多く

いた。「総論的には、仕事が男で家庭が女というのは駄目なんでしょうね。でも私は、現状

はそういう社会になってないと思う」（XJ 氏：男性、40 代前半）、「女性が働かなくていい

っていうのは別ですけど、食わしてやるんだっていうのはちょっと思っちゃいますね」（RG

氏：男性、30 代後半）というように、“男性は仕事、女性は家庭”という考えをはっきりと

示すことには抵抗があるものの、お互いが両立すべきであるとも言い難いような回答が多

くみられた。以上のように、現状としてはあまり男性が家事や育児に積極的に参加すると

いう認識は持っていない方が多いようであった。

今回インタビューしたインフォーマントのうち、唯一、現在育児が必要な子供がいる IG

氏（男性、30 代前半）は、パートナーが専業主婦のため普段は家事・育児に参加していな

かった。しかし、その分休日には、「もうずっと子供の相手をしています。家事もできるこ

とはやってますし、最近はしてないですけど料理なんかもしました」というように、普段

できない分、休日は積極的に家庭に参加しているようである。他の既婚男性も、「（休日は）

何でも（やります）。炊事、洗濯、掃除…」（JS 氏：男性、40 代前半）、「（土日は）家事は

すべて分担して、分担っていうかこの作業は誰っていうことは決めずに、二人ともどっち
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もやりますと、気が付いた方がね」（JT 氏：男性、20 代後半）、「皿洗いとかは結構土日と

かにしてあげようと思って、あとごみ出しとか、まあ力仕事とか。掃除とかはしない。」（JX

氏：男性、20 代後半）というように、程度の差はあるものの、休日にできることはすると

いうスタイルの男性が多かった。しかし普段は、専業主婦やパート勤め、あるいはフルタ

イムでの共働きであっても、パートナーに任せきりになっていることが分かった。

このように、男性が仕事中心の生活になり、女性が家事や育児を担うようになってしま

うのはなぜなのだろうか。その背景として考えられる一つ目の理由は、「やっぱり家庭を守

ってもらうのは母ちゃんな話だからさ」（JX 氏：男性、20 代後半）という意見に表れてい

るように、家庭でその能力を発揮できるのは女性であると考えているという理由がまず大

きな前提として挙げられる。それは、“なぜ育児休業を取らないのか”という質問に対し、

「お母さんの方がしっかりできると思うから、男性にそれだけの自信はないですよ。」（XJ

氏：男性、40 代前半）と述べていることから、男性が育児休業を取らない理由としても当

てはまる。

二つ目の理由は「家事とか育児とか多少犠牲にしないと二人とも共働きすることができ

ないという場合には、やっぱり（仕事は）やめた方がいいと思う」（JT 氏：男性、20 代後

半）という回答から分かるように、共働きすると生活に支障が出てしまうということであ

る。実際、「子どもが以前体調を崩しまして、子どもを優先しなくちゃいけないという話に

なり（パートナーは仕事を）辞めることになりました」（IG 氏：男性、30 代前半）、「私の

両親が調子が悪くなって、今までは私の両親が子供をみててくれたんですよ。…中略…そ

れでもう家庭が成り立たないということで、やめてもらったんです」（XJ 氏：男性、40 代

前半）と述べているように、多くは育児の負担であるが、様々な事情によって家庭生活に

支障をきたす場合が多くなり、共働きを継続することができなくなっているということが

分かる。

逆に男性の場合は、育児休業を取ることによって、仕事に支障が出るという問題がある。

男性の育児休業取得に対してはまだ職場の理解も浅く、20 代男性の JT 氏は「男性が育児休

暇を取りますってことについてはあんまりそこまで理解が進んでいないような気がする」

と述べている。さらに、「欠員が出たからすぐに補充されるっていう立場では我々ないので、

そういう自分の立場を考えると休めないな」（JT 氏：男性、20 代後半）というように、職

場に迷惑がかかるため、育児休業を取り、長期にわたって仕事から離れることはできない

と考えているインフォーマントもいた。また、「野球のピッチャーじゃないけど、登板間隔

が短すぎると、感覚がつかめないんですよね」（RG 氏：男性、30 代後半）という話には、

復帰後の対応に困るのではないかという不安が表れている。さらに、自分自身が仕事の感

覚を取り戻すのにも苦労するだけでなく、評価や収入にまで影響が出るかもしれないとい

う心配も少なからずあるのではないかと考えられる。つまり、生活をうまく成り立たせる

ためには、男性は仕事を優先し、女性は家事・育児を担うというスタイルにならざるを得

ないようだ。

三つ目の理由は、前例が少ないため、男性でも積極的に育児に参加しようという認識が

低いことである。男性の育児休業取得について、「（男性で）取ってる人を見たことはない
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です」（IG 氏：男性、30 代前半）「取れるとは思うんですけど今はまだ事例がないんでやは

り取りにくいですね」（JS 氏：男性、40 代前半）と述べているように、男性で育児休業を

取っている人が身近にほとんどいないため、一段とその抵抗感が増しているようである。

「（もし男性の育児休業申請者がいたら）やっぱり家庭が大変なのかなというのは思います

ね。…中略…何かあるのかなという心配をしてしまいますね」（XJ 氏：男性、40 代前半）

と述べているように、育児はなるべく女性に任せたい、そのために男性がわざわざ仕事を

休む必要はないという意識がどこかにあるのではないかということがうかがえる。確かに、

これまでに前例をほとんど見たことがない男性にとっては、積極的に育児休業をとり育児

に参加するというイメージを持つことは難しく、現状としてこのような意見であっても仕

方がない。

そもそも、男性が家庭を優先できないのは、仕事を優先させるのが当たり前だという意

識を多くの人が持っているからである。それは、男性が家事や育児に参加するということ

自体に抵抗があるわけではなく、生活や仕事に支障をきたしてまで、今までのスタイルを

変える必要はないという現実的な考えに基づいているように思える。「仕事と家庭が二人で

半分半分にできるのがいいと思うのだけど、今の自分が今の仕事を続ける限りにおいては、

奥さんがどんなに働き方を緩くしても五分五分というのは難しい」（JT 氏：男性、20 代後

半）と話しているように、たとえ男性が仕事と家庭を両立したいと思っても、現状では様々

な理由から実行に移すことができず、“男性は仕事、女性は家庭”というスタイルを捨てき

ることができないものと思われる。また、周囲もそれで仕方がないと感じる状況であるた

め、なかなか男性の育児参加を支援する動きが見られないのではないかと考える。

このような現状は、従業員の意識や行動だけで変えていくことはなかなか難しく、男性

の育児参加促進のためには、会社全体での取り組みと職場の理解が必要であるということ

を実感した。

おわりに

今回のインタビュー調査報告では、男性の育児参加が進まない要因として、性別役割分

業意識とその背景を中心に考察した。インタビュー調査により得られた問題点は、(1)育児

は女性がした方が良いという意識の存在、(2)共働きによる家庭生活への支障と男性が家庭

を優先させることによる仕事上の不安、(3)前例が少ないことによる抵抗感の３つに集約さ

れる。これらの阻害要因に対しては、会社全体で、男性が育児に参加しようとする雰囲気

を作るとともに、男性の育児参加を促す具体的な取り組みを進めることが必要である。

夫婦のあり方というのは、個人の考え方によってそれぞれの形があるもので、正しいモ

デルは存在しない。よって、育児期にあたる男性には、自分自身で働き方を見直し、どう

いった形で育児にかかわるのかということをそれぞれが考えていく必要がある。男性自身

が育児に対する考え方を見直し、自分から関わろうとすることで少しずつ意識を変えてい

かなければ、いくら制度を充実させたとしても効果は出ない。何に向いているのかという

ことはそれぞれ違い、性別によって判断できるものではないし、たとえそうだとしても、

夫婦で協力しあい、お互いに努力することが大事ではないだろうか。その上で企業側が、
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男性も家事や育児に参加するという事を前提に働き方を見直し、人員配置や仕事の割り振

りをするように努力していかなければ、今後の男性の育児参加促進は難しい。また、前述

したように、男性は積極的な家庭へのかかわりについて仕事上の不安を抱えている場合が

少なくない。そのため、小学校就学前の育児を必要とする子どもを持つ男性には、利用で

きる制度とともに、雇用管理上のルールに関する説明をきちんと提供していかなければな

らない。

さらに、育児にかかわる制度は、利用したい人が利用できるように周知徹底したうえで、

積極的に奨励し、支援していくことが重要である。具体的には、代替要員の確保やチーム

単位での仕事の割り振り、職場内でコミュニケーションを図り仕事の兌換性を持たせるこ

と、育児休業中の情報共有などを進めるとともに、育児にかかわる男性自身も、仕事の効

率化を図り、メリハリのある働き方にしていくことが大切である。また、上司や同僚の積

極的な支援も必要である。部下をきちんと休ませるための声かけや評価の心配に対する励

まし、あるいは、同僚間での「お互いさま」という気持ちが、男性の育児参加を促す重要

な要因となるのである。

このような取り組みにより、男性の育児参加が特別視されないようになれば、潜在化し

ていたニーズを満たすことができ、これまでの性別役割分業意識も少しずつ変化していく

のではないかと考える。
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第２章 出産後女性の雇用継続のためには

～男性の協力の必要性～

森池陽子

はじめに

育児休業の申し出や取得を理由に、解雇、退職勧奨、減給などの扱いを受ける「育休切

り」が増えているというニュースが話題となっている。

また、出産後の女性の就業は厚生労働省の「雇用均等基本調査」（2009）によれば、女性

の育児休業取得率は、約９割に達するが、一方で約７割が第１子出産を機に離職という結

果がでている。「内閣府世論調査」（2009）からも「子どもができたら職業をやめ、大きく

なったら再び職業をもつ」という、「再就職パターン」が近年まで男女双方から最も支持さ

れ、女性は出産後、職を離れ、子育てをしていることが多いということが現状である。

しかし、職を離れたものの、子どもが大きくなると働きたいと考えている女性が多く、

また、不況などの影響によって夫の収入が少なくなったことから、妻も働かざるを得ない

といったケースも見られるようになってきた。その状況の中で、女性は思うように働けて

いるのかというと、そうではない。フルタイムで働くには時間の制限などの問題があり、

仕事と家庭のバランスが取れるような時間の使い方ができるパートタイムなどの仕事に再

就職するといったケースが多いようである。

また、2009 年７月に育児・介護休業法の一部改正がされ、短時間勤務制度、所定外労働

時間の免除の義務化、子育て期間の働き方や父親も子育てができる、働き方の実現につい

ても見直しが行われた。そうした中で、両立支援に力を入れる企業も見られるようになっ

てきた。

今後、労働力不足時代が始まると言われる中で、女性の就業率を高めることは重要にな

ってくる。そのため、ワーク・ライフ・バランスを保ち、フルタイムで女性が働けるよう

に企業が両立支援策を整備することは、女性の社会進出、出生率も高めることが期待でき

るのではないだろうか。よって、女性の出産・育児期の就業状況、問題を示し、何がその

原因になっているのか分析していきたい。

第１節 女性就業の現状

高度経済成長により男性雇用者の賃金が急上昇し、結婚すれば女性が働かなくても生計

が成り立つようになった。また、職場と住居が分離し、家事や育児の責任を持つ既婚女性

が就業を続けることが難しくなり、女性の自発的な結婚退職が増えたため、高度成長期か

ら女性が結婚や出産によって仕事から離れることが一般的になった。

その後、産業構造はサービス業等を中心とする第三次産業の比重が大きくなり、さらに、

女性の高学歴化、女性の職域などが拡大し、女性の労働力率は、徐々に上昇していく。そ

して、1986 年の男女雇用機会均等法、1992 年の育児休業法の施行により、女性の働く環境

は整備されるようになった。今、女性の就業率は、上昇してきている。図表 1 のグラフか

らわかるように、1988 年、1998 年、2008 年を比較するとＭ字カーブの谷はなだらかになっ
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てきた。だが、25 歳から 35 歳の出産・育児期といわれる時期の就業率は労働力は低下した

ままである。これは、今田・池田(2006)によると、「Ｍ字カーブの谷の上昇は、未婚の増加、

結婚時の雇用継続の増加、出産後の再参入の増加と早期化が原因」であり、現状は、出産・

育児期の雇用継続は増えていない。

また、現在でも第一子の妊娠・出産のために就業女性の３人に２人が無業に移行し（厚

生労働省,「21 世紀出生児縦断調査」,(2009)）、Ｍ字カーブは維持されている。Ｍ字型カー

ブは、かつては先進諸国に共通してみられていたが、現在はほとんどの国でＭ字の谷が消

失し、Ｍ字の形状が残っているのは、日本を含むわずかな国であり（厚生労働省, 2005）、

出産・育児期を中心に労働力が落ち込む点は、日本の女性労働者の大きな特徴である。

図表１

出所：総務省統計局 「労働力調査」（2009）

ここで、実際の女性の出産・育児期における就業の希望と現実はどうであるのかという

ことを見ていきたい。「内閣府男女共同参画局の女性のライフプランニング支援に関する調

査」（2006）では、希望としては、３歳以下の時期は、「働きたくない」という割合が多く、

年齢が上がるにつれて、「家で出来る仕事」や「短時間就業」の希望が高くなり、そして、

子どもが小学生になると９割以上が就業を希望している。

だが、現実は、子どもが大きくなっても働いていない女性が多い。ユーキャンの「第４回

子供のいる専業主婦の意識調査」（2009）では、専業主婦が働けない理由として、「仕事内

容や労働時間などの条件にあう仕事がない」、「子どもの預け先がない」といったことが上

位である。また、「今は働けない理由がある」という中の理由に、家族の介護があり、子育

てが終わると介護という問題も生じてくることが挙げられていた。
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第２節 出産・育児期に働くための問題

女性が出産・育児期に働くための問題点は、「仕事と家庭の両立が難しいこと」が挙げら

れる。その問題には、「パートナーとの家事・育児の協力具合」、「企業の両立支援」が大き

く関わってくるため、それらについて述べていきたいと思う。

まず、女性が働くことに対する理解かどうかということを性別役割分業の意識の視点か

ら分析したい。昔は「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考えが主流であ

ったが、図表２から 1992 年の肯定派は 60.1％、否定派は 34.0％だったのが、2009 年では

肯定派は 41.3％、否定派 55.1％となり、性別役割分業の考えを肯定するのは、年々減少し

てきている。

図表２

出所：内閣府 「男女共同社会に関する世論調査」(2009)

この減少について、御船（2008）は、「性別役割分業に対しての考え方が 60 歳以上は、

分業化共同世代、49 歳から 60 歳は、性別役割分業世代、34 歳から 48 歳は、均等法・ゆら

ぎ世代、29 歳から 33 歳は、改正均等法・協業移行世代、28 歳以下協業世代と複雑な世代

構成である」と述べていることからも、性別役割分業意識は、協業へと移行してきている

のではないかと推測できる。

また、子どもを持つ母親が働き、仕事と家庭を両立していくためには、仕事内容や、労

働時間などの制限が考えられる。実際、厚生労働省の発表では、「出産前後で仕事をやめた

女性の３割が就業継続を希望しながらも両立環境が整わないため退職を余儀なくされてい

る」とある。就業継続を希望しながらも、退職した理由には「（両立するには）体力が持た

なそうだから（30.5％）」ということがトップであり、産前・産後の休業や育児休業がとれ

たとしても、長時間労働やパートナーの子どもへのかかわりが少ないことなどが相まって、

休業から復帰し、仕事と子育てを両立するには問題があり、それを克服するのは難しい。

それらの原因は、「男女雇用機会均等法の制定により、女性の職域が拡大されたが、逆に
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12.7% 

13.8% 
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3.6% 
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24.0% 

27.0% 
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「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」とい考え方について
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長時間労働、深夜業、危険業務等がある職種においては、出産・育児期の雇用継続が難し

くなったのではないか」（今田・池田,2006）ということや、また、武石(2009)は、「『短時

間就業』と現実の『パート・アルバイト』の性質の違い、希望で示されている『フルタイ

ムだが残業のない仕事』というものが現実にはあまりないということが就業を抑制してい

るのではないか」と述べている。

次にパートナーとの家事・育児の協力具合について述べていく。パートナーの家事・育

児の協力が、女性の就業の有無にどう影響するかは、厚生労働省「21 世紀成年者縦断調査

結果の概況」（2009）より、パートナーの家事・育児時間が少なければ少ないほど、女性は

同一就業継続が出来ておらず、離職している。逆に平日にパートナーが４時間以上家事・

育児を行っている場合は、同一就業が離職の割合よりも多いという結果がでていることか

らも女性が働くには、パートナーの協力が必要であることが分かる。

図表３

出所：厚生労働省「子育て支援に関する調査研究報告書」（2003）

そこで男性の家事・育児などの優先度はどうなのかということを考えていきたい。図表

３から父親も家事や育児を仕事と同等か、それ以上に優先させたいと希望しているが、現

実には仕事を優先させていることがわかる。やはり男性の家事・育児参加はまだまだ積極

的ではなく、仕事が優先になっていることがわかる。

そして、実際にどのくらいの時間を家事・育児にかけているかについてみていく。図表

４の仕事・通勤時間・家事・育児などの合計時間である２次活動の家事・育児・介護・買

い物の平均時間をみてみる。すると、男性が家事・育児・介護・買い物に費やす時間は圧

倒的に少ないことがわかる。

女性は、２次活動の時間は男性とあまり変わらないが、家事・育児・介護・買い物の時

10.3% 
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25.6% 

15.9% 
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現実

希望

父親の子育て優先度(未就学児を持つ父親) 

仕事等自分の活動に専念 どちらかと言えば仕事等が優先

仕事等と家事育児を同時に重視 どちらかと言えば家事育児が優先

家事や育児に専念 無回答
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間は、男性と比べて多く費やしている。そのため女性は、家事・育児などの時間が必要で

あるから、フルタイムで働くには無理が生じ、パートタイムなどの仕事になってしまうの

ではないだろうか。そして、男性の家事・育児などの時間を 1996 年と 2006 年を比較する

と約 20 分ほど増えてきているが、パートナーが働くために協力できる時間としては十分で

はない。前述した性別役割分業で述べたような、協業の意識が現れていることが考えられ

るが、やはり現状は、有配偶の男性は家事・育児を女性に任せる割合が大きい。

図表４

有業者、有配偶男性（35 歳から 39 歳）の週平均総平均時間（分）

1996 年 2001 年 2006 年

1 次活動 599 597 599

3 次活動 295 289 271

2 次活動 545 554 571

仕事・通勤時間 517 518 528

家事・育児・介護・買い物 18 36 43

有業者、有配偶女性（35 歳から 39 歳）の週平均総平均時間（分）

1996 年 2001 年 2006 年

1 次活動 597 600 603

3 次活動 262 281 271

2 次活動 581 559 566

仕事・通勤時間 308 289 284

家事・育児・介護・買い物 273 269 282

総務省統計局：「社会生活基本調査報告」（1996、2001、2006）

そして、企業の両立支援については、ニッセイ基礎研究所「仕事と家庭の両立支援に関

する調査」（2008）から、短時間勤務制度、時間外労働の制限など、仕事と家庭を両立する

ための制度が約 50％の企業で導入されているという高い結果がでている。

しかしながら、日本労働組合総連学会の「仕事と子育ての両立に関するアンケート」（2006）

では、企業に両立支援制度が導入されていても「特に変わらない（42.8％）」、「コストや人

員の削減などで仕事と子育ての両立が難しくなっている（17.9％）」の否定的な回答が、「両

立支援が整備されるようになった（6.9％）」や「利用しやすい雰囲気になってきた（6.1％）」

とういう肯定的な回答よりも圧倒的に多い。

このアンケート結果から、企業は両立支援制度を導入しているにもかかわらず、利用し

やすいわけではなく、雰囲気は特に変わらないということから両立支援の浸透はまだのよ

うである。

また、両立支援の利用は、女性は利用しやすいような環境になってきているが、男性の

利用は進んでいないことが現状である。そのことは、図表５よりわかるが、男性は子育て



16 
 

のために仕事を調節しないことが一般的で、制度の有無にかかわらず、やはり男性が両立

支援を利用するのには、まだ抵抗があったり、さまざまな不安があるようである。

図表５

出所：労働政策研究・研修機構 (2007)

第３節 インタビュー調査から

ここからは、夏に実施したインタビューから男性・女性双方の考え方や問題はどうであ

るか分析していきたい。

インタビューでは、性別役割分業の質問に対して、「すごい極端な理想を言うともうすべ

て五分五分」（JT 氏：未婚、男性、20 代後半）、「（性別役割分業について）私たちの世代は、

２人で協力してっていう感じになってると思います」（LJ 氏：既婚、女性、30 代前半）、「う

ちが生まれ育った環境がそうだから、そういう固定概念はあると。あるんだけど、俺と嫁

の関係を考えたときに、必ずしもそれが正しいとは思わない」（XL 氏：既婚・男性・20 代

後半）といったように、昔のような“男は仕事、女性は家事”という形というようではな

くなってきており、お互いがやっていくという形になってきている。

だが、「やっぱり家庭を守ってもらうのは母ちゃんな話だからさ、そこにはきちんと、ま

あ多分子供ができればそういう責任も自ずと芽生えてくると思うし」（JX 氏：男性、既婚、

20 代後半）、「仕事が男で家庭が女というのは駄目なんでしょうね。でも私は、現状はそう

いう社会になってないと思う」（QJ 氏：既婚、男性、40 代前半）、「帰りが遅かったりして、

奥さんにずっと見てもらってるって言う負い目はあります。逆に奥さんいるから何かあっ

ても会社に残れるって言う安心感はある」（RG 氏：既婚、男性、30 代後半）、という回答の

0.3% 
0.6% 
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（制度の有無にかかわらず）子育てを理由とした仕事の調節経験　
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男性が多いことから、やはり性別役割分業の意識は残っていることが覗える。

このような意見が存在することから、前節で述べたように一般的には性別役割分業は薄

れ、協力的なものとなってきているようであるが、実際は性別役割分業の意識が根強く残

っていることが明らかとなった。

次に実際、出産後に女性が働くことに対して、「まぁ自分の両親が近くにいて、奥さんが

産休を取れる制度があれば、それでも良いかなと思うけど。そういうのが無いんだったら、

やっぱ子供がかわいそうだし、ある程度仕事を辞めてもらうことも考えてもらうかな」（SN

氏：未婚、男性、20 代後半）、「家事とか育児の方にウエイトが置けるような仕事であれば、

是非やった方がいいと思うし、それが難しくて家事とか育児とか多少犠牲にしないと二人

とも共働きすることができないという場合には、やっぱりやめた方がいいと思う」（JT 氏：

未婚、男性、20 代後半）という意見からも、仕事をすることに対しては反対ではないが、

やはり家庭との両立ができる範囲の仕事であればという考え方であった。

また、実際妻が働いている方のパートナーは「（パートナーの仕事の）時間配分が、許さ

れる時間配分なので、それくらいだったら負担がないんですよね」（QJ 氏：既婚、男性、子

どもあり）と、家庭の時間との両立がとれる場合は賛成で、「当然子育てがやっぱり大変そ

うでしたね」（JS 氏：既婚、男性、子どもあり）、「（仕事と家庭の両立を）しようとはして

たけど、気持ちはあるけど大変そうやったな」（JX 氏：既婚、男性、子どもなし）という回

答から、男性は女性に家事や育児を任せているようで、男性はあまり協力できていないよ

うに覗える。実際仕事と家庭を両立している女性の方は、「両立できているかと言われれば

できていないです。主婦の点数をつければ。すごい低い点数です」（MX 氏：既婚、女性、子

どもあり）という回答であり、満足のいくような仕事と家庭の両立は出来てないようだ。

このような回答から、両立していくためには、やはりパートナーとの協力や分担が重要

となってくる。分担や協力状況の現状はどのようであるのかをインタビューで記入しても

らった生活時間の帯グラフから考察していきたいと思う。平日は仕事が終わってからの部

分に注目し、休日は何をしているかについて見ていく。

図表６ RG 氏の１日（男性、既婚、30 代後半、子どもあり）

通常期

残業・自己啓発など 通勤 夕食・子ども 睡眠

18 時 19 時 20 時 21 時 22 時 23 時 24 時

休日

子どもと遊ぶ 睡眠

6 時 8 時 10 時 12 時 14 時 16 時 18 時 20 時 22 時 24 時

起床 
自己啓発など 
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図表７ MX 氏の１日（女性、既婚、40 代前半、子どもあり）

通常期

退社 保育園お迎え・買い物 食事 就寝

18 時 19 時 20 時 21 時 22 時 23 時 24 時

休日

就寝

6 時 8 時 10 時 12 時 14 時 16 時 18 時 20 時 22 時 24 時

図表６からもわかるように、男性は通常時、つまり平日は残業などの仕事が中心で、あ

まり家事・育児に参加できていない。その代わり休日は、子どもと遊ぶなどの育児参加を

行っている。女性の場合はどうかと言うと、平日も幼稚園のお迎え、買い物などの家事を

行い、休日は平日できなかった掃除や用事をしており、やはり女性は家事をする時間が長

く、負担は大きいようだ。

そして分担についての質問には、「（分担は）したいけど、してないのが現状です」（LJ 氏：

既婚、女性、子どもなし）であり、「ちょっと休日頼まれて、お風呂掃除してとか、部屋掃

除掛けしてとか、布団出して、日に当ててパンパンしてって、普通の、普通のことくらい

しか出来てないです」（RG 氏：既婚、男性、子どもあり）や「皿洗いとか、お風呂掃除とか、

洗濯とか…料理以外ですね」（QJ 氏：既婚、男性、子どもあり）ということからも、思って

いながらも出来ていないことが現状で、男性の家事は比較的簡単な作業が中心である。育

児に関しても、「（子どもとは）まあ土日は極力一緒にいようと思いますね」（RG 氏：既婚、

男性、子どもあり）からも、育児は休みの日にといった形のようで、やはり男性は平日の

家事・育児参加は少ないようである。

また分担の役割決めに関して、「これをやれるまで何年もかけて主人と話し合ってきたし、

子どもと折り合ってきたし舅・姑にも協力を得られるようにまでしたし、その何年かあっ

て今の生活があるんですね」（既婚：MX 氏）という回答から、パートナーや家族の協力を得

るのは難しいようだ。このことから、女性が仕事と家庭の両立は大変で、両立していくた

めにはパートナーや家族の協力が重要なってくるとわかる。そして、パートナーや家族の

協力の他にも、企業の両立支援がなければ、育児をしながら働くことは難しいようだ。

次に、インタビューした方々の企業にどんな両立支援があるか見ていきたい。育児休業

制度に関しては、女性と男性では回答が違い、女性は「大体みんな使っていますね。育休

と産休を使って」（BT 氏：女性、メーカー）という回答である。しかし男性は、「有給は取

ろうと思うけど育児休暇まではできない」（JX 氏：男性、金融）、「男性も出産時は特別休暇

をとりますね」（JS 氏：男性、エネルギー）という回答で、女性は取るようであるが、男性

の育児休業の取得はかなり消極的で、有休休暇で賄うようである。そして、職場で男性が

育児休業を利用しているのは聞いたことがないという回答も多く、やはり男性の両立支援

子どもの用事、 
また外出 起床 

朝食 
掃除 昼食 食事 
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の利用は出来ていないということが感じられた。

他には、「３歳になるくらいまでは時間を短く働くことができるんですよ」（BT 氏：メー

カー）、「復帰してのちは、何年なのかはわからないんですけど、正社員であったとしても、

17 時半までの勤務っていうコースみたいのがあって、なので、17 時半になったらピタっと

帰れる部署に行ける扱いをしてもらえるんですよ。」（LJ 氏：人材サービス）など、短時間

勤務できる企業が多かった。利用者はどうであるかというと「男性はないですね…基本女

性です」（QS 氏：メーカー）ということから、短時間勤務制度も女性は利用しているが男性

は利用していないようだ。

しかし、「うちの会社の文化かもしれないんだけど、結婚すると辞める女性が結構多いん

だよね。制度は整ってるんだよ。その癖に、人材派遣会社をグループで抱えてるから、辞

める時に登録するわけ。他に行くよりも、やっぱり働きたいっていうことになった時、30

ぐらいになったときに雇ってくれるかっていうと難しいし、育児とか家事との両立ってい

うことを考えるとやっぱり、パートタイムで働くことが働きやすいっていうことに気がつ

くんだよね」（XL 氏：金融）や「出産期に辞めちゃうって人が多いとですよ、専念したいっ

て言うのも事実多いんですけど」（RG 氏・エネルギー産業）の回答から、制度は整っている

けれども、やめてしまう人もいる。しかし、家事に専念したいということからは、家事、

育児と仕事の両立に不安を覚えたために、そういう結果になったのではないかと考えられ

る。

これらのインタビューの結果から、性別役割分業に対しての意識は薄くなってきている

が、女性は家事という意識はまだまだ潜在しており、女性が働くことには問題となってい

ることが考察できた。また、男性の家事・育児は、簡単な作業中心であり、主に休日にと

いった形で、平日にはあまり多くできていなかった。そのため、今後女性が働くためには、

パートナーの協力、男性も両立支援を利用できるような環境や働き方が必要となってくる

のではないだろうか。

おわりに

インタビューや先行研究から女性が出産期・育児期に働くためには、やはり両立支援と

パートナーの協力が重要である。

パートナーの協力に関しての現状は、男性の家事・育児時間は少なく、やるとなれば簡

単な家事をすることが多い。分担などに関しては、自然にといったように曖昧ではっきり

決まっていない。そして、男性は、出産・育児期に、女性が家事・育児と仕事のバランス

がとれるなら仕事をしてもいいという考え方が多かったことからも男性は家事や育児のた

めに、仕事の時間を調節するという意識がないこと、つまり男性の家事・育児参加への意

識が低いこともあげられる。やはり、性別役割分業が協業へと移行してきているとは言い

ながらも、その意識は残っているため、女性の方が負担が多く、女性の家庭と仕事の両立

は難しくなっている。

そのため、このような環境で女性がフルタイムで働くと、突発的な残業があったりして

長時間になる場合、子どもの面倒などの問題が生じたりするので、家事と仕事の両立が難
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しくなる。その不安が拭いきれないため、女性は、パートタイムなどといった自由に時間

が決められるような仕事に就きがちになるのだと分析する。

また、企業の両立支援は、女性の利用は多いが、男性の利用は少なく、両立支援は有効

的に利用できてない。企業が両立支援を導入しても特に変わらないという意見が多く、導

入によって働きやすくなったという意見も少ないということが現状であった。

この問題を解決するには、両立支援が重要であるが、佐藤（2009）が「子育て支援は、

企業が制度を変えただけでは進まない。子供を持つ社員を支えることの大切さを研修で伝

えるなど、社員の意識を変えていく努力も必要」と述べているように、まず、企業では男

性が両立支援を抵抗なく利用できるような意識改革や環境づくり、女性については、短時

間勤務などの働き方の選択肢を増やすことが今後の課題である。

そうした意識改革が行われれば、パートナーの協力の少なさも解消され、女性の家事負

担も軽減されるので、女性がフルタイムで働くことが可能となるのではないだろうか。ま

た、出産後女性の雇用継続ができるようになり、企業も出産・育児期にやめてしまう優秀

な人材を失うことを防げるのではないだろうか。
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第３章 男性の労働時間

板野恭子

はじめに

2008 年度、労働者の残業代不払いとして労働基準監督署から是正指導を受けた企業（１

社で 100 万円以上の未払い残業を支払った企業）が 1728 社となり前年より３％増加した（厚

生労働省）。また、現在労働基準監督署に賃金不払い残業や長時間労働に関する相談が多く

寄せられており、「賃金不払残業解消キャンペーン月間」（厚生労働省）における賃金不払

いに関する相談件数は全国で 2005年度が 852件、2007年度は 1022件と増加の傾向である。

このような労働者側から企業への不満や指摘が増えてくるのに伴って、近年、企業側は

残業代の支給の開始を発表、残業の削減、再度人員配置を行う動きをはじめた。また、政

府も 2009 年 7 月 1 日に育児・介護休業法を改正、公布し、「３歳未満の子どもがいる従業

員を対象にした短時間勤務制度の整備と残業免除を企業に義務付ける」ことが今年（2010

年）６月 30 日に施行すると決定した。このように労働者の労働時間や生活を見直す具体的

な動きが各企業・政府で目立ち始めている。

しかし、長時間労働に対する取り組みは近年から見られた動きに過ぎず、これまで違法

な長時間労働の環境に置かれた労働者が数多く存在していたということ、そして現在もな

お存在していることに気付かなければならない。

時代を経て今日に至った雇用問題は長きにわたって改善されてきたが、完全に解決され

ることなく時代ごとに新たな問題が発生している。最近では派遣切りや、失業率、有効求

人倍率とも過去最悪水準を達したこと（日本経済新聞夕刊,2009 年 11 月 27 日）など経済状

況が労働事情に大きく影響してきている。

この章では、今日までそして現在も日本経済を支え続ける男性労働者の労働時間にテー

マを置き、第１節で労働者がどのような労働時間のもとで働いているのか、長時間労働に

なる理由を探るとともに、第２節で男性の生活時間と関係づけながら長時間労働の解消、

家庭との両立を述べるとともに、第３節でインタビューをもとにインフォーマントの生の

声から現状と問題を分析、明確化し、望ましい男性労働者の労働時間のあり方、働き方に

ついて提言をしたい。

第１節 労働時間の現状

まず図表１の労働時間の推移を見てもらいたい。厚生労働省の毎月勤労統計調査の総実

労働時間では 2000 時間代から、現在は 1800 時間を切るまでに減少しており、労働時間の

改善がなされたことが言えよう。

しかし労働時間の推移の背景には隠された問題がある。それは労働時間の二極化である。

図表２から 1993 年から 2007 年にかけて、週 60 時間以上の労働者の割合が 10％前後の水準

を維持する中、34 時間未満の短時間労働者の割合が 18.2％から 24.9％まで増加している。

このことは、パート労働などの短時間労働者の増加が総労働時間を押し下げ、長時間労働

者の存在を隠していたということが言える。パート労働者の割合は 1990 年代から徐々に増
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加し始め、1992 年に 13.8％であったのが、2008 年には 26.1％と雇用者の３割近くを占め

るほど、稼得形態として浸透してきた。

図表１

出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査（事業所規模５人以上）」（2009）

図表２

出所：総務省統計局『労働力調査』（2009）
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図表３

出所：総務省「労働力調査」（2009）

次に図表３の男女別総労働時間の推移を見てみよう。全体的に労働時間の穏やかな減少

がみられる。女性に至っては 1800 時間代から、緩やかに時間が削減され、2008 年では 1700

時間を切るまでに至っている。しかし、男性と女性の労働時間の差は約 300 時間もあり大

きく開いたまま、縮まる傾向が見られない。このことから長時間労働は男性が主に担い続

けてきたことが分かる。

さらに年齢階級別でみると、非農林業男性 30～40 代、特に 35～39 歳の年齢層の 16.7％

もの労働者が 60 時間以上の長時間労働を担っていた。（総務省統計局「平成 20 年 労働力

調査年報」）

男性が長時間労働を担う原因は所定外労働時間、つまり残業である。残業は事業所が残
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最近のこの問題の例を一つ挙げておくと、飲食店「グルメ杵屋」の子会社が経営する中

2220.4 2217.8 2208.7 2211.3 2195.7 2190.5 2155.4 2133.3 

1862.9 1853.8 1846 1851.2 1835.6 1839.5 1809.6 1792.7 

1500 

1600 

1700 

1800 

1900 

2000 

2100 

2200 

2300 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

(時間) 
男女別総労働時間

男性

女性



25 
 

華料理店の元店長の男性（当時 29 歳）が急性心筋梗塞で死亡したのは過労死が原因として、

両親はグルメ杵屋に計約 8000 万円の損害賠償を求めた訴訟が大阪地裁であった。「業務と

死亡との間に相当因果関係があり、安全配慮義務を怠った」と過労死を認定、計約 5500 万

円の支払いを命じる判決となった（朝日新聞,2009 年 12 月 22 日）。男性が倒れる１カ月間

の時間外労働は約 153 時間に上回っていたという。この問題は時間外労働による過剰労働

が原因であり、会社側の時間管理が不十分であったことが指摘される。

インタビューのインフォーマントの方々から、「36 協定で、…中略…社員は合意の下にや

っているんで」（RG 氏：男性、メーカー）、「上限までは理由を提出すれば時間外労働ができ

るというのを労使協定で決めて」（IG 氏：男性、エネルギー産業）いるように時間外労働は

労働者にも認識されている。RG 氏が述べていた「36 協定」という時間外労働の認識により、

時間が管理・把握されたことで、「時間管理の意識を植え付けて時間外労働を減らせてる」

（IG 氏：男性、エネルギー産業）という積極的な回答がある一方で、残業の容認により日

常化・常態化してしまっているという消極的な回答も得られた。インタビューの内容につ

いては、後の第３節で詳しく述べたい。

第２節 男性労働者の生活時間

この節では労働者の意識から生活時間について迫ってみたい。図表４を見てほしい。73

年から「仕事と余暇の両立」を志向する人が増加している。反対に「仕事優先」を志向す

る割合が約 10 ポイント以上落ち込んでおり「仕事・余暇両立」と「仕事優先」が 83 年か

ら 85 年にかけての間で逆転している。近年の余暇の重視の高まりから仕事と家庭・余暇の

バランスをとるという生活を志向する高まりを読み取ることができる。したがって余暇時

間を確保するためにはやはり労働時間の見直しは必要不可欠なことなのである。このよう

な人々の生活の志向も多様化し、仕事と余暇のバランスをとることは今後見落とせない課

題である。そのためワーク・ライフ・バランスという『新しい働き方・働かせ方』（渡辺,2009,p.

２）がキーワードとなってくる。政府は『ワーク・ライフ・バランス憲章』の中で、現代

の働き方が多様化・変化してきた中で、いまだ残る性的役割分業意識を持った社会全体が

その多様化に対応できていないということを述べている。つまり、今求められているのは

「多様な働き方」、「多様な選択肢」を可能とする「仕事と生活」の調和、ワーク・ライフ・

バランスだとしている。その中の指針の一つに「健康で豊かな生活のための時間が確保で

きる社会」を挙げ、ワーク・ライフ・バランスの重要性を主張している。

図表５に示したのは「男は仕事、女は家事」という性別役割分業意識に賛成する人の割

合の推移である。分業意識は 1992 年から 2009 年の 20 年弱の間で４割にまで減少し、意識

は弱まりつつある。
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図表４

出所：NＨＫ放送文化研究所「日本人の意識調査」（2008）

図表５

出所：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査（男女計）」（2009）
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が分業意識が高いものの、男女共に半数以上は反対の考えを持っていた。（内閣府「男女共

同参画社会に関する世論調査」2009 年 10 月調査）
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図表６

出所：厚生労働省「第５回 仕事と生活の調和に関する検討会議」（2004）

図表７

出所：総務省統計局「2006 年社会生活基本調査」

次に労働時間意識について述べたい。図表６は厚生労働省が行った全国 3000 社の企業の

労働者を対象に行った「仕事と生活の調和に関する意識調査」（複数回答）の結果である。

「現在の労働時間についての満足度」を聞く質問に対し男性労働者の「満足」か「不満」

かの回答を得ている。

「満足」の割合は多いものの、「不満」と感じる人は 26％と全体の４分の１をも占めてい

る。その「不満」と感じる人のうち「労働時間について改善したいと思うこと」に対する

回答は、「所定外労働時間が長い」が 61.7％、「所定労働時間が長い」が 23.4％という不満

の理由を占めている。「現在の業務量についての満足度」を示す資料では、「不満」に思う

男性労働者は約 29％おり、その理由に、「恒常的に業務量が多すぎる」という回答が 64.1％

も占めている。また、42.3％もの人が「業務量の波が激しい」と答えており、業務の繁閑
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によって業務量が大きく異なってくることに不満を持っているようだ。

つまり、第１節でも述べたように業務量の多さが残業の原因となって労働時間を延ばし、

それに対し、労働者の４分の１は不満と感じていることがわかる。

続いて労働者の生活時間について見ていきたい。図表７の性別家庭時間の分布をみてほ

しい。生理的必要時間とは睡眠、食事などの生理的に必要な時間を示しており、仕事関係

時間とは通学、仕事、仕事に関する学業に要する時間であり、家庭時間とは、家庭で要す

る家事や育児のことである。余暇時間は生活時間の先に述べた３つの時間を除いたくつろ

ぎや趣味に要する時間である。

性別で比較すると、生理的必要時間と余暇時間については、あまり差は見られないが、

仕事関係時間と家庭時間に差が開いていることがわかる。男性が約２時間仕事関係時間が

長い分、家庭時間が少ない。女性はその反対である。

また男性の 2001 年と 2006 年を比べると、家庭時間が減少し、仕事時間が増加している。

女性においても同じことが言えるが、女性の方が家庭時間の減少は男性ほど大きくはない

が、仕事関係時間の増加幅は大きい。これは女性の就業率の増加を示すとともに、女性の

家事と仕事の二重の労働を読み取ることができる。そして男性の仕事時間増加という傾向

がみられることから、男女の生活時間のバランスが変化してきていると言える。

第３節 インタビューから

ここから実際に企業の方々にインタビューで伺った情報を基にして労働時間の現状と問

題点を決定づけていきたい。

インタビューに協力していただいたインフォーマントの方々は全員で 14 名で、内訳は男

性が 11 名、女性が３名であった。

まず労働時間について述べたい。インフォーマントの多くが出退社時刻が決められた定

形的な労働時間を適用されていた。しかし、企業によっては繁閑期や家庭の都合に合わせ

て変形労働時間などの柔軟な労働時間制度が導入されている企業があった。「フレックスで、

この日４時間働いて、他の日に 12 時間働くとかっていう人も」（QS 氏：メーカー）いると

いう企業では「本人と上司の話し合いで決める」、といったように人それぞれ企業や業務に

よって導入されているようである。

時間管理については『時間管理システム』というパソコンでのオン・オフによって自動

的に時間が記録される仕組みを導入している企業とタイムカードという企業がみられた。

前者の時間管理システムによって「今は（管理が）厳しいんで、残業すらダメ、早く帰れ

ってなってる」（RG 氏：メーカー）、「時間外をする場合は、…申告し…それを上長が承認す

る」（IG 氏：エネルギー産業）といったようにと時間管理については企業側が個人単位で正

確に労働時間を把握していることが分かる。企業が時間管理をパソコンによる管理にした

理由としては「労働基準監督署に指摘される」（JT 氏：金融）こともあって労働時間管理に

よって長時間労働を防ごうという姿勢がみられた。

上記のインフォーマントの回答を見れば会社の労働時間の管理がきちんと行き届き、残

業対策が行えている印象を受ける。しかし、厳しい時間管理のもと働いているからといっ
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て長時間労働が削減されているとは限らない。以下長時間労働の存在について分析したい。

所定外労働時間、つまり残業について伺うと、「今は景気が悪いので残業はなしです」（BT

氏：メーカー）、「時期によります。忙しい時はどうしても」（MX 氏：流通）、「忙しい時期に

は 2 時間増やします」（JX 氏：エネルギー産業）、「私も経理で半期に一度、…棚卸があるん

ですね。下手すると、日をまたいだりっていう時とかもあったんです。」（QS 氏：メーカー）

というように景気の影響や決算時期やイベントなど一時的な繁忙期が起こる時期や月、業

界、職種によって残業が大きく異なったり、左右することがあるようだ。

しかし、一方で「もう残業は常態化してますね。」（IG 氏：男性、30 代）「（残業は）月間

80 時間、て決められて、それを超えられないんですよ」（JS 氏：男性、40 代）と残業の常

態化を伺える回答もある。時間管理が厳重化され、会社により正確に把握されているにも

関わらず、業務内容によって残業が当然であったり、必要としている人が存在するという

ことも事実である。

残業の理由としては「絶対的な業務量ですね」（JS 氏：男性、40 代）、「至急でやらなけ

ればならない仕事」（SN 氏：男性、20 代）と第１節で述べたように業務量が主な要因であ

るようだ。

そして労働者は残業に対して、「（帰れないことについては不満だけど、）自分の帰りたい

時間とか業務時間内に終わらせることができないのは自分の能力のせいだ」だから「不満

とは言えない」（JT 氏：男性、20 代）、「仕方がない」「時間内に収めれないということで自

分の能力の低さを痛感してる」（IG 氏：男性、30 代）という仕事に対する強い責任感が伺

えるとともに、残業の当然さも容認しているように感じられる。以上のように会社側も労

働者側も残業を当然の存在として受け入れてしまっている現状がわかる。

そのために会社、上司から労働者へ“長引く仕事を切り上げ、帰るよう促す”ことが重

要なのである。「管理職が率先して『帰れ』という」「遅くまで残ってる社員ができない社

員だという雰囲気すらある」（JT 氏：男性、20 代）と会社全体で残業をなくす動きに積極

的である企業は労働者にもその意識が浸透し、長時間労働対策の結果が出せている。

企業が行う対策としては「ある程度滞留時間を超えると、（月一回）健康診断がある」（BT

氏：メーカー）、「ノー残業デー」（QS 氏：メーカー）、「業務の分担」（JS 氏：エネルギー産

業）といったものが挙げられた。しかし、長時間労働対策に取り組んでみたものの、仕事

を優先していまい「風化してしまった」（LJ 氏：人材サービス）、「上手くは機能してない」

（JS 氏：エネルギー産業）という会社もあり、企業や業務内容によっては直ぐに取り組め

るものでもなく、直ぐに結果が出るものでもないようである。

そして現在、労働者が必要とする長時間労働対策としては「時間外管理の強化」（JS 氏：

男性、40 代、エネルギー産業）、「業務に合わせて（フレックスタイム制を）入れたらいい」

（QS 氏：女性、30 代、メーカー）、「（上手に業務量を）割り振る」「お互いさまっていう意

識を強めなきゃいけない」（XJ 氏：男性、40 代、エネルギー産業）ということである。つ

まり、時間外労働に対する管理を強化し、業務の分担により効率を測ることや業務内容や

労働者の希望によっては個人単位で柔軟な労働時間制度の適用を図るということが現在望

まれているというである。
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しかし、柔軟な労働時間の適用は慎重に行わなければならない。なぜなら、人によって

は労働時間がさらに延びてしまう可能性があるからである。フレックスタイム制を適用し

た場合、上述したように仕事に対し、責任感が強い労働者は労働時間を自ら引き延ばして

しまう恐れがある。多い業務量に追われ、時間内に終わらすことができなかった場合、「翌

日やればいい仕事もやってしまう」（XJ 氏：男性、40 代）といった働き方の労働者や残業

をやらざるを得ない状況になると、労働時間管理が自由であるほど、労働支配の強制が強

まる。自己の時間管理が苦手な労働者にも不適である。したがって、一人あたりの業務量

を減らすこと、業務の効率化を図ることの２つのことを主に取り組んでいき、その中で、

日ごろの労働者の仕事への取り組み方などの適正を十分に見極め、労働時間の柔軟化を適

用できる労働者を選別し、適用することを提言したい。

次に家庭時間について分析したい。まず「男は仕事、女は家庭」という考え方について

女性の考え方から分析する。「昔はそうでしたが、あの私は結構そういうのは好きです」、

しかし、「男性は女性はこうしなければけないという物の考え方はあまりよろしくないと思

う」「お給料が多い人が働いたほうが得でしょ」（JJ 氏：女性、50 代）、「あまり良くないと

思います」「できるなら二人で協力したり、分担したりしてやったほうがいいと思います」

（BT 氏：女性、30 代）、「人それぞれでしょうね」（QS 氏：女性、30 代）、「あまりこういう

意識はもってないんです」「2 人で協力してっていう感じになってると思います」（LJ 氏：

女性、30 代）と働く女性の視点からは、性別役割分業意識が強く残っているというよりは、

男性との協力を強く意識した回答が得られた。一方、男性の考えでは、「普通のスタイルだ

と思う」「男性はやっぱり仕事をずっとしていかなければいけないんだろうなあという多少

の義務感はある」（JT 氏：男性、20 代）と性別役割分業の典型的な考え方もあれば、「うち

が生まれ育った環境がそうだから、そういう固定概念はある」、だが、「必ずしもそれが正

しいとは思わない」（XL 氏：男性、20 代）、「女性の働き方が多様化してきているけど、そ

れはそれでいいんだけどさ」「対価を俺らもらっている以上、家族を養わなければいけない」

「もちろん子供の育つ姿とか母親に代わってできることは代わってやりたいという気持ち

はあるけども、なかなかそこは難しい」（JX 氏：男性、20 歳）、「仕事が男で家庭が女とい

うのは駄目なんでしょうね」「でも私は、現状はそういう社会になってないと思う。総論か

ら賛成です」（XJ 氏：男性、40 代）と性別役割分業を否定しつつも、その社会の風潮やそ

の考え方への支持を示し現実的な考えをもっている方が多いようだ。それでも「あんまり

好きじゃないしこだわりはない」（JX 氏：男性、30 代）と女性と同様に性別役割分業の意

識に否定的な意見も得られた。

このことから女性の方が性別役割分業意識が弱く、男性と家事を協力してやりたいとい

う意識が強い。しかし、男性についてはその考えはなくなりつつあるが、いまだに性別役

割分業意識が根付き、女性と家事の協力の難しさが存在するととらえ、あまり前向きな考

えではないと考えられる。

実際、「家庭と仕事のバランスがとれているか」という質問に対しての回答は、「平日は

全くとれてないです」（XJ 氏：男性、40 代）、「（平日に家庭のことができない分、休日は）

何でも、炊事・洗濯・掃除（します）」（JS 氏：男性、40 代）、「家族からの不満なんかは多
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少はあります」「（その代わりに土日は）ずっと子供の相手をしています。家事もできるこ

とはやってます」（IG 氏：男性、30 代）、「普通のことくらいしか出来てないです。言われ

ればやりますって感じで」「食わしてやるんだっていうのはちょっと思っちゃいます」（RG

氏：男性、30 代）というように、男性は仕事に時間をかけてしまい、家庭時間を十分に取

れていないという意識を持っている。しかし、「皿洗いとかは結構土日とかにしてあげよう

と思って、あとごみ出しとかまあ力仕事とか。掃除とかはしない」（JX 氏：男性、20 代）

と家事全般まではいかないが、力を必要とする家事など男性ができる限定的な役割を担っ

ているインフォーマントもみられる。

女性がパートナーに家事を任せるかどうかによっても男性が家事を担うかが変わってく

ることも次の回答でわかる。「これやってほしいってお願いして、・・・一個一個全部教え

てあげる」ことが男性の家事参加の始めの一歩なのかもしれない。しかし日頃家事を担う

女性からすると内容によっては男性が手伝えることが絞られてくるようで、「やめてくれっ

て言う」（MX 氏：女性、40 代）こともあるようだ。「（いろんな衣類を）一緒に洗うなとか

言われて」、「下着は分けなきゃだめなんだよとか。だから私がやるとか。じゃあどうぞっ

て」（JX 氏：男性、20 代）と家庭で男性がどのように、どの程度家事を担うかということ

に対し、男性も女性もまだ不慣れな部分があるのかもしれない。そのような家事労働の大

きさが仕事へ時間をかける意識も変えるのではないかと考えられる。そのために、男性の

家事参加に女性が受け入れる姿勢を持つことも重要である。

最後に実際の男性の生活時間に踏み込んでみたい。インタビューに際し記入していただ

いた「１日のスケジュール表」をもとにインフォーマントの生活時間を分析したい。通常

の勤務時は８時から９時頃に出勤し、間に１時間程度昼休憩をとり、そして午後は定時を

超えて 20 時ごろまで仕事をこなすという１日の流れであった。その１日の中で朝食時や時

間が空いた時に自己啓発に取り組んだり、子どもの相手をする方やテレビを見たりと少な

い時間の中で仕事以外にそれぞれ行う行動がある。

繁忙期になると、22 時から 23 時まで労働時間を延長している方が多く、労働時間が増え

たのに伴い、睡眠時間を削っている方もいた。出勤日となると家事をすることは困難なよ

うである。

休日になると、過ごし方は２パターンに分かけることができる。１つが通常勤務時より

も睡眠時間を多くとるというパターンである。通常時に６時や７時に起床してあまり睡眠

ができていない分を、休日で確保するようである。２つ目は、平日の出勤時と同様の時間

に起床し、午前中からスポーツや趣味など活動的に過ごすことである。いつもと同じ時刻

やそれより早く起床し、やりたいことに時間を使おうとする意識があるようだ。午前中に

家事や子どもと遊ぶ時間を作っているというインフォーマントもみられ、この男性が家

事・育児に積極的な傾向であると確認できる。

そして２つのパターンに限らず、水泳などのスポーツに取り組む方が何人か確認できた。

趣味に時間を費やしていることがうかがえる。

一概に休日に何をするべきかということはなく、日常の労働時間に対し、それぞれの生

活時間に次に取り組む仕事へのため、疲労を癒し、そして自分のキャリアにつなげるため
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に自己に対応した休日のとり方をとることが最も大切であるのであろう。ただ、労働時間

とそれ以外の自分で選択できる生活時間とのバランスを見直し、残業などの労働時間につ

いて考え直す必要もありそうだ。

おわりに

今回、インタビュー調査から男性の労働時間について政府統計などをもとに問題提起、

現状と課題をまとめた。そして統計結果とインタビューの回答から３つの問題点が分かっ

た。

まず１つ目が、総労働時間である。減少しているかのように見えた総労働時間は短時間

女性労働者の増加がもたらした結果であり、男性長時間労働者は未だ存在している。

２つ目は、残業の理由となる業務量である。「絶対的な業務量」（JS 氏：男性、40 代）と

インタビューから得られた回答からも分かるように、「業務量」は所定労働時間の延長を促

し、労働者たちはその業務量の多さに追われ、時間外労働の「常態化」に慣れてしまって

いる。労働時間管理はシステム化され、36 協定という残業を認める労働基準法によって時

間外労働について厳しい目を向けられるようになったものの、違法な残業の問題は解決し

ていないのが現状である。

最後の３つ目は、男性労働者の生活時間についてである。統計によれば労働者は仕事と

余暇の両立のとれた生活を望んでいることがわかった。また性別役割分業意識は男女共に

減りつつあり、男性労働者が仕事と家庭生活のバランスを取りたいという意識が増えてき

ている。しかし、性別で家庭時間と生活時間の割合をみると明らかに男性が仕事、女性が

家庭に時間を要していることが分かる。実際にインタビューの労働者の回答からでは、男

性の仕事に対する責任と、家庭を守るという二重の責任から、性別役割分業意識が強いと

いうこと、労働時間への比重が高くなっているという現状がうかがえた。

この３つの問題が存在する限り男性労働者の長時間労働問題はなくならない。企業側の

会社全体で取り組む積極的な長時間労働対策と労働者自身の意識、そしてパートナーと仕

事と家庭の両立意識を持つことから、男性の望ましい労働時間が見つかるのではないか。
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第４章 日本の労働時間と年次有給休暇の現状 
安井大志 

 
はじめに

労働基準法第 39 条によると、６ヵ月継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者は、

最低 10 日の年次有給休暇（以下「年休」とする）を取得できるとされている。この年休制

度の目的は、一般の休日とは別に労働者に休暇を与え、心身の疲労を回復させ、労働力の

維持を図ることであるとされている。世界的に見ても過酷な労働市場だとされる日本にお

いて、この年休制度が担う役割は決して少なくはないだろう。

1980 年代後半以降の日本では、時短政策の３本柱として「年休取得率の向上」、「週休２

日制の普及」、「所定外労働時間の短縮」が挙げられてきた。しかしながら「年休取得率の

向上」に関しては、他の２つに比べて目立った成果がみられていないのが現状である。

その年休の取得率の低さは長時間労働につながっていくが、先にその長時間労働の影響

について触れておきたい。残業・休日出勤の常習化を始めとする長時間労働による心身へ

の悪影響は、例えば新聞の投書などに多く書かれている。食欲不振や内臓へのダメージ、

うつ病発症などがその代表例だ。またその中には過労死や過労自殺といった最悪のケース

も存在している。社会経済生産性本部の 2003～05 年調査によると、日本国内で自殺を考え

たことのある社会人比率は、残業が月 60 時間未満で 3.6～4.7％、60～80 時間未満で約６％、

80 時間以上で約 7.1％に達するという結果が出ている。この結果からも、労働時間の長さ

が精神的ストレスに悪影響を及ぼしていることが分かるはずだ。

この事例として、2007 年６月 18 日付の朝日新聞には、長時間労働の果てに寝たきりとな

ってしまった元レストランチェーン店支配人の話が記載されていた。また、大手ファース

トフードチェーン店・マクドナルドの女性店長の過労死認定も記憶に新しい。これは、2007

年に勤務中くも膜下出血で亡くなったマクドナルドの女性店長に対して、「女性店長が亡く

なった原因には過重労働が関係している」と正式に過労死認定がなされたという事例であ

る（朝日新聞,2009 年 10 月 28 日）。

このような問題に対して、最近ではワーク・ライフ・バランスの実現が求められてきて

いる。その一つの観点として、改めて年休取得の推進も対処すべき政策課題とされるよう

になった。厚生労働省（2005）も、仕事と生活の調和のための環境整備の一環として「労

使の年次有給休暇に対する意識の改革を図るとともに、年次有給休暇を取得しやすい職場

環境の整備に努めることが必要である」と指摘している。さらに政府は、仕事と生活の調

和のために、2012 年に年休取得率 60％、2017 年には年休の完全取得という、年休取得率の

数値目標を掲げるに至っている（高橋,2008）。

以上を踏まえ当報告書では、長時間労働対策として見直す必要のある「年次有給休暇制

度」に関して述べていく。そして当報告書では、書籍や統計からのデータに加え、2009 年

に実施したインタビュー調査の結果も活用している。そのため、今も第一線で働くインフ

ォーマントの生の声を聞きだすことができたため、より現実とマッチした報告書となって

いる。
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第１節 日本の労働時間

年次有給休暇の話に入る前に、そもそも日本の労働時間にはどのような特徴があるのか

を紹介しよう。まずは図表１のグラフを見てもらいたい。これは厚生労働省の毎月勤労統

計調査による、事業所規模５人以上を対象とした総実労働時間の推移である。このグラフ

の中で「就業形態計」の数値だけをみると、1993 年から減少傾向を見せているのが分かる。

つまり、全体的には労働時間の時短が進んだように思えるはずだ。しかしながら、この結

果をそのまま鵜呑みにしてはならない。事実、「一般労働者」の数値では 2008 年の 2031 時

間に至るまで、ほぼ横ばいで変化はしていない。つまり「就業形態計」の数値は見せかけ

でしかないのである。

 

 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 単位：時間  

（事業所規模 5 人以上を対象） 

 
ここで、「時短促進法」という法律に触れてみたい。この法律は、「年間 1800 時間労働時

間の実現」を目標に掲げて 1992 年に成立した。その後 2005 年に廃止されたのだが、その

理由は図表 1 のグラフからもわかるように、年間労働時間が 1800 時間近くまで短縮された

とみなされたためであった。

しかしながら、先にも述べたようにこれは単なる見せかけの時短にすぎない。ではなぜ

このような相違が生まれるのだろうか。これには２つの理由が考えられる。グラフ作成時

の集計に、サービス残業分が含まれていないという理由と、労働力の二極化が進んだ結果、

パートタイム労働者の数が増加し（次ページ図表 2 参照）、全体の平均値が減少したという
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理由がそれに当たる。それゆえ、正社員と呼ばれる労働者たちの労働時間は、世間で時短

が達成されたと言われていても、実際には依然として長時間であったと言える。

日本人が今も長時間労働に従事していることは、諸外国との比較でも分かる。図表３は、

週労働時間が 50 時間以上の労働者の割合を示している。これを見ても、日本の労働時間が

どれほど長時間であるのかが分かるはずだ。イギリスを除いたヨーロッパ諸国と比較する

と、日本の４人に１人強が週 50 時間以上なのに対し、ヨーロッパでは高い国でも 17 人に

１人、オランダに関しては 70 人に１人しか週 50 時間以上働いていないことが分かる。

図表 2 パートタイム労働者数の推移 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 単位：百万人 

 

 

 

 
出所：ILO 国際比較統計（2004 年） 単位：％  
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労働時間の現状を具体的な数値等を参考に見てきたが、一言で言うと日本の労働時間の

現状というのは、すでに長時間労働が常態化してしまっているものだと言える。次の第２

節では、常態化している長時間労働に年休取得がどのように関係しているのかを述べ、休

暇に対する日本の考え方などにも言及していきたい。

第２節 年次有給休暇の現状

「はじめに」でも述べたように、年休の取得状況は、年単位で見たときの労働時間に関

係している。それでは実際の年間における年休取得状況はどのようなものなのか。図表４

を見てもらいたい。

グラフからまず読み取れることは、年休取得日数の低さであろう。前述したように労働

基準法では、一定の要件のもとに最低 10 日間の年休付与を使用者に義務付けている。それ

に加え、勤続２年６ヵ月までは毎年 1 日、勤続３年６ヵ月からは毎年２日が、合計 20 日を

上限に追加されることになっている。にもかかわらず、付与日数と取得日数の値を見ると、

取得日数は 1996 年の 9.5 日を最高に２桁を超えたことはなく、取得率に関しても 2000 年

以降50％を超えたことがない。そして最終的には2007年に取得日数が8.3日、取得率46.6％

を記録している。これは実に半分以上もの休めるはずの機会が、毎年“使わず捨て”にさ

れていることを示している。年休取得率の低さが労働時間を長時間化させていることは言

うまでもない。

 

 

出所：厚生労働省「就労条件総合調査結果」 
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丸谷（2007）は、「年休取得の権利は大きく侵害されている」(p.159)ことを指摘してい

る。休暇とは本来、心身の疲労を回復させ労働力の維持を図ることを目的としているが、

その中には“余暇を楽しむ”という目的も存在している。しかしながら今の日本の労働者

は、年休取得率の低さに加え、その取得目的が病気や子供の看護、結婚式などの個人的な

事情などに偏っているのだという。このことは、休暇制度が有事の際の備えとしてしか労

働者に認識されていないということを指している。“余暇を楽しむ”ことを休暇の目的の一

つとするならば、これは確かに労働者の権利侵害と言える。

日本の年休取得率が低いことは分かったが、何故このような状態になったのだろうか。

「ある調査結果では労働者の実に７割が年休取得にためらいを感じており」（丸谷）、その

低い取得率の理由としては「仕事が忙しく、休暇をとるひまがない」「周囲に迷惑がかかる」

「職場の雰囲気で取得しづらい」などが多数挙げられている（図表５参照）。つまり、“取

らない”というよりも“取れない（取りにくい）”と労働者に感じさせてしまう、外部から

の環境による問題が大きな原因として考えられる。

図表 5

 

出所：エクスペディア有給休暇実態調査（2009） 単位：％

（参考）調査対象： 20 歳以上 59 歳以下の全国の男女有職者

調査人数： 516 人

この外部環境による問題には、具体的には「代替要員の確保などといった、年休取得を

前提にした生産計画と要因配置が行われていないことなどが挙げられる」（丸谷、2007）。

事実、バブル経済崩壊の影響を受け、1998 年以降の日本ではリストラや非正規雇用社員の
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数が増加したが、上述の図表４をもう一度見てもらうと、年休の取得率がそれに伴うよう

に格段に減少していることがはっきりと分かる。また生産計画や要員配置が不十分である

ことは、図表５のアンケート結果で「仕事が忙しく、休暇を取っている暇がない」が 1 位

に挙がっていることからもわかる。

外部環境による問題として、国としての制度や法律も忘れてはならない。冒頭で述べた

ように、日本の労働者の年休付与日数は最少で年間 10 日、最大で 20 日であるが、欧州諸

国は年間 20～25 日が最少であり最大なのである（小倉、2008）。これはどういうことかと

いうと、日本では６ヵ月間継続勤務、出勤率 8 割以上という前提で年休が付与され毎年増

えていくのだが、そもそも欧州ではこのような決まりはないことが多いのだ。つまり欧州

の労働者たちは、勤続年数などに関係なく、年間 20～25 日の休暇を初年度から持っている

ことになる。それに加え、「欧州では年度はじめの人事部の主要な業務の一つに、全従業員

の年間休暇計画の策定というのがあり」（小倉、2008）、社員全員に長期の休暇を保障する

ことを企業内で確立している。

また、欧州では私的な病気やけがの場合、年休とは異なった専用休暇の使用が可能であ

る。そのため病気やけがで年休を使う必要もなく、図表５で２番目に高い回答のような保

険的役割として年休を残す人も、欧州では少なくなる。それに対して日本では、「現在の私

傷病欠勤を補う休暇制度は，欠勤４日目以降に適用されることが多く，事実上１日か２日

程度の病気欠勤には適していない」（小倉、2004）ため、保険として残しておいた年休を活

用してしまう場面が多くなる。

このような原因によって、日本の年休普及率が他の先進国より格段に低いことにつなが

っているのだ。（図表６参照）

図表６ 年次有給休暇の国際比較（取得日数／付与日数） 

 

出所：エクスペディア有給休暇実態調査（2009）  
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以上のように、日本の年休に関する制度は諸外国と比べて格段に遅れていることが見て

取れたと思う。それを踏まえ次節では、この夏期休業中に実施したインタビュー調査をも

とに、今の労働者の年休取得の実態を見ていきたい。

第３節 日本における休めない労働者の実状

今回インタビューに応じて頂いたインフォーマントの方々は男性９名、女性５名の計 14

名で、それぞれ異なった労働環境で働いており、多少の違いはあるもののある程度共通し

たインタビュー記録が全体として得られた。

インタビューの結果として、まずは現状における年休制度について見ていきたい。正社

員ならば年休が付与されるのは当たり前であるが、その取得を促す働きかけに関しては企

業によって異なる回答が見られた。「どの社員も年に２回、５連休をとりなさいというのが

あって…中略…何かをするために休みを取るというよりは、休みを取らないといけない」

（JT 氏：金融）や、「いつ取るんだって言われて、休暇の年間取得表みたいのがあって、そ

れにちゃんと書きこむ」（SN 氏：金融）など、会社からほぼ強制的に年休消化を義務付けら

れているような制度が存在する一方で、「（企業内の取り組みは）なかった。あった方がい

いと思う」（LJ 氏：人材サービス）、「特にそういうのは感じないですね」（RG 氏：メーカー）

というように、年休消化に対する会社からの働きかけが全くなかったという回答も見られ

た。また、「取っていない人に所属長を通してとるように言われます」（LX 氏：流通）や、

「全体に呼びかけてる感じ」（JS 氏：エネルギー産業）など、制度としての確立はされてい

ないが、上司による声かけ程度はあるという回答もあった。

また他にも、「日曜日と祝日が重なった時に増えるんですよ、休みが一日。それはその年

のうちに絶対に消化しなければならないのでそこは絶対にとります。それは会社も『一年

間しか使えないやつだからとりなよー』とは言います」（BT 氏：メーカー）、「うちの場合は

40 日で取れなかった休みは、権利は２年で消滅してしまうんですけど、例えば大きい病気

で入院しなければならないっていう場合に、その消えていった休みが復活するんですよ。

…中略…例えば３、４ヵ月病院に入院して欠勤ってなった時も、その復活した休暇のおか

げで、給料は全部もらえるんです」（QS 氏：メーカー）など、労働者へ休暇を付与しようと

する企業の積極的な姿勢がうかがえる回答も得られた。

では次に、実際に年休を取得した場合、その労働者にどういった影響が及ぶのかを見て

いきたい。「休暇の取得は査定への悪影響にならないのか」という質問に対して、「むしろ

取らなかったときの方が影響が出る。『おまえは休みも取れんのか』と。『むしろ要領が悪

い』と」（SN 氏：金融）という回答や、「（査定への影響は）ないです。取る、取らないは影

響することはないと思いますが、取ったほうがいいです。取らないほうが悪い影響がある

かもしれません」（LX 氏：流通）といった回答があり、全体としても年休取得は査定へ影響

しないという意見が断然多かった。興味深かったのは、「それ（査定への悪影響）はないで

すね。逆に取れる人は仕事ができる人だと僕は思ってるんで」（IG 氏：エネルギー産業）と

いうように、休みをとったほうがむしろ評価が高くなるかもしれないという意見が多かっ

たという点だ。これは“仕事のできる人＝年休のとれる人”というイメージが、現代の労
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働者に広まっているためであると考えられる。しかしこのイメージは逆に、仕事が遅い人

は年休がとれない（とりにくい）状態に陥っている可能性があるともとれる。もし仮にこ

れが事実だとすれば、すべての労働者に平等に付与されるべき年休として、全員が平等に

取得できるような仕組みを考える必要がある。

ともあれ、年休取得が査定へ悪影響を及ぼすという意見が少ないことは分かった。しか

しインフォーマントからの回答では、「年休ですか、あまり取らないです。（周りの人も）

取らないですね、あんまり」（BT 氏：メーカー）、「取ってないです。ほとんど満額残ってて。

（取得状況は）非常に悪いです」（LJ 氏：人材サービス）、「今年（の取得）はゼロですね。

他も大体それくらいですね。取れるときでも、20 日あるんですけど大体５日くらいですね」

（JS 氏：エネルギー産業）など、査定に影響が無いと知りつつも、実際の年休取得に結び

ついていないという結果が得られた。

この取得率の低さに関しては、「休みを取ることの大変さを教えてください」という質問

の答えを参考にしたい。この質問に対して一番多かった回答は、「休むって、実は結構大変

だよねって。その前後がね。１日休むにしても。その１日分を前と後で分けてその分やん

なきゃいけない」（SN 氏：金融）、「取れないことはないですけど、取りにくいわけではない

んですけど、（業務の調整）が面倒くさいし、休んだら仕事が増えるじゃないですか」（BT

氏：メーカー）、「この前旅行で３日間休んだんですけど、その後会社に来たら、メールの

対処で半日つぶれましたよ。それだったら平日楽なほうがいいっていう」（QJ 氏：エネルギ

ー産業）などといった、休んだ分の仕事内容の調整が、休んだ日の前後で大変であるとい

う回答であった。これは一人当たりの仕事量が多いという面もあるだろうが、それに加え

て自分の仕事を他人に委託することが難しいという、柔軟性の欠けた仕事内容にも原因が

あると考えられる。また他の回答としては、「私はノミの心臓なので、休んでる間にあの人

に迷惑かけるって思って取れないみたいな。内弁慶の子は、取りにくい」（LJ 氏：人材サー

ビス）や、「あまりに連休すぎたらちょっと。２日くらいの連休までなら言えますけど、３

日以上になるとちょっと勇気が要りますね」（QS 氏：メーカー）など、上司や同僚への配慮

を理由に年休を満足に取得できないという回答も見られた。

取得率の低さと取得の大変さを見てきたが、次は実際に年休を取得した際の、職場内で

の対応の仕方について見ていこう。「休暇を取得した際の職場でのフォローはどのようにさ

れているのか」という質問に対しては、「休む前に、部下同士で引き継ぎをやりますね。こ

の人の業務はこの人がやるという感じで人単位でやりますね」（QJ 氏：エネルギー産業）、

「休む人も自分でできる限りの調整はして休むんで、基本的にうちのセクションでフォロ

ーに入ることはないですね」（QS 氏：メーカー）というように、休暇中の仕事は休む人自身

が割り振ったり、終わらせたりしておく場合が多いらしい。また、「営業が一人休むと正直

いってその仕事は止まりますと、他の人が代わりをやるっていうのはあまりないかもしれ

ないね。…中略…かたや損害サービスの方は、他の人でも代えがきくような部署ではある」

（JT 氏：金融）という回答もあり、部署の違いなどによる業務内容の相違によって、休む

人へのフォローのし易さが全く異なるという現状もうかがえた。

最後に、インフォーマントの方々への「今後、企業内で年休取得率を上げていくために
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は何が効果的だと考えられるか」という質問についての回答を見ていきたい。最も多かっ

た意見は、「今以上に年休の取得率を加速させるには、上が休むしかない。休めよっていう

んじゃなくて、自ら積極的に休めば、そういうもんだっていうことになるよね」（SN 氏：金

融）や、「リーダーが率先して取ることだね。部長課長が率先してとること。うちのリーダ

ーはすぐ帰る、誰よりも早く帰る、そうするとみんな帰らなきゃってなるし、やっぱリー

ダーの背中見ます」（RG 氏：メーカー）というように、率先して年休取得促進に取り組んで

いくべきだという意見であった。他には、「自分がやってる業務が共有化できればいいんで

すけどね」（QJ 氏：エネルギー産業）という回答や、「上の人が業務の割り振りを考える必

要があるんではないかなぁと思います。…中略…全員での柔軟な業務対応ができれば効果

は表れると思います」（IG 氏：エネルギー産業）など、職場内で柔軟に業務の割り振りがで

きるように、業務の共有化を図ることが大事だと考えられるインフォーマントもいた。さ

らに「会社としてはやっぱり人を増やすといったところですか」（JS 氏：エネルギー産業）

と、根本的な人手不足を指摘されるインフォーマントもおり、少数精鋭化を図る日本の経

営方針の負の一面も垣間見えた。

次に、インタビュー記録を参考に日本の年休に関する問題点と、その問題点を今後克服

していくために必要な要素について、私なりに考察し、言及していきたい。

まずは年休に関する問題点について、年休の取得率を下げている要素は２つあると推測

できる。１つ目は企業からの働きかけの弱さだ。JT 氏や SN 氏の職場のように、企業側から

強制的に年休取得を促す企業は、年休取得の少なさから見ても、ほんの一部でしかないと

考えられる。今回のインタビュー調査の中でもそうだが、ワーク・ライフ・バランスが叫

ばれている今でさえ、多くの企業では年休取得を労働者の側に任せてしまっているように

感じる。人員削減により一人当たりの業務量が増加すれば、年休を自ら取得していくこと

は困難だ。さらに、JT 氏が言うように、潜在的に自分の代替要員を立てにくい業務内容も

存在する。その結果として、付与日数と取得日数に大きな差が生じてしまったのではない

だろうか。

よって、今後は労働者の意思でのみ年休を取得させるのではなく、企業の側から年休取

得を促さなければならないと私は考える。その際にすべきこととは、丸谷氏が言うような

年休取得を前提にした生産計画と要員配置と、上司が実際に率先して取得するように働き

かけるということだ。上述の業務量や業務内容への対策には、生産計画と要員配置を見直

すことが必要不可欠だろう。あとは実際に年休を十分に取得している、ロールモデルとし

ての上司がいれば、その上司に倣う形で年休は普及していくのではないだろうか。事実、「今

以上に年休の取得率を加速させるには、上が休むしかない」（SN 氏）と断言している回答も

あった。“制度”と“手本”、この二つが合わされば、日本の年休普及率は格段に上昇する

のではないだろうか。

年休の取得率を下げているもう一つの要素は、長時間の労働時間に慣れてしまった労働

者自身である。いくら制度が劇的に改善されたとしても、労働者の側が今の労働環境を“異

常”ではなく“当たり前”だと思っていてはおそらく効果は出ないだろう。今回のインタ

ビュー結果でも、「さっくり休めるんだとしたら、（自分は）いらないんだよね。前後が忙
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しいっていうのは、当たり前なんだよね」（SN 氏）というように、今の現状が常習化してい

ることは間違いない。これは長い日本の歴史で染み付いてきた、ある意味日本の文化の一

つなのかもしれないが、当報告書の冒頭で述べたような過労死や後遺症という危険性があ

る以上、これは改善すべきものであると私は思う。しかしながら一企業や個人だけでの行

動では、文化を変えるための影響力は小さい。従って、私はぜひとも国からの働きかけに

期待したい。政府が日本の労働者たちに、今の労働環境の“異常さ”や“危険性”をこれ

まで以上に積極的に伝え、法制度の整備などにも注力していただきたい。

おわりに

今回のインタビュー調査と論文作成を進める中で、いかに今の労働者たちの年休に対す

る優先順位が低いのかが分かった。「今年はまだとってません」とサラッと回答されるイン

フォーマントの方もいらっしゃったので、年休の必要性がまだまだ浸透しきっていないの

だと痛感した。

しかし、年休に対する関心は高まってきているようにも感じる。その最たる例は、2008

年 12 月に労働基準法改正案が成立して、2010 年４月１日より「時間単位」の年休取得が認

められるようになったことだろう。これにより、これまでにも増して労働者の年休取得の

バリエーションが増したのではなかろうか。ワーク・ライフ・バランスも大きく注目され

てきている中での新制度であるが、名ばかりではなく、どの企業も競って社内に導入・普

及させていっていただきたい。

また、日本の年休の普及状態を調べていく中で、海外（主に欧州各国）の特徴を調べる

こともあったのだが、欧州などは特に高い年休の付与日数と取得率であったため、福利厚

生などが充実しているイメージとのギャップがなかったことに感心した。とはいえ、欧州

の制度がいかに優れていても、その制度をそのまま今の日本に適用すれば良いというわけ

ではない。先進国の中でも高い経済水準を維持するためには、今までの日本の“異常”な

労働環境があればこそだったはずだ。したがって、もしここで日本の労働環境が欧州と同

等になれば、おそらく諸外国との競争に打ち勝つことは難しいのではないのだろうか。そ

のような状態を避けるためにも、欧州の労働環境はあくまで参考とし、日本は日本として

の独自のスタイルを確立させていくことが重要なのだと思う。経済発展とワーク・ライフ・

バランスの充実、その一見矛盾しているようにも感じる取り組みを両立させていくことが、

今後の日本の課題なのである。
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第５章 個人のキャリア観 
～自己の能力を高めるために～ 

村上大樹 

 
はじめに

2008 年に起きたリーマンショックは、世界的な金融危機へと発展し、日本にも多大な影

響が及ぼした。このことにより、100 年に１度の大不況とも呼ばれ、多くの企業で倒産や人

員削減などをせざるをえない時代になってきている。こうした労働市場の変化により、自

分の身を守るために個人のキャリアを築き上げていくことが重要になってきている。

その中で個人の能力を高めるための方法として自己啓発がある。自己啓発とは労働者が

自発的に行う能力開発で OJT を補完する役割をする（上西,2004）。この点で個人の能力開

発は、日本では基本的には企業にゆだねられていると言える。しかし近年の雇用不安定な

時代では、いつ自分の企業がなくなるかわからないため、このような企業任せの能力開発

ではリスクが高くなってきている。そのため自発的に能力を高める自己啓発が今後必要不

可欠なものになってくるのではないだろうか。実際に、「キリンビールは社員が最長 3 年間

休職できる制度を導入。配偶者の転勤、自己啓発、ボランティア活動の３目的に適用」（日

経新聞,2009 年３月３日号）と企業側でも自己啓発に対する意識も高まってきている。

また前述したように、企業はいつつぶれるかわからないため、それに対応できるように

エンプロイアビリティ、つまりどこの企業でも通じるような雇用される能力を高めておく

必要がある。「労働市場の変化に対応するために国と企業が労働者個人のキャリア形成を支

援し、労働者がエンプロイアビリティを高める必要性を提言している」（日経新聞,2000 年

７月８日号）とある。このことからエンプロイアビリティに対しての意識の高まりも見え

る。

本稿では、前記のことを踏まえ、どのようにして個人が自分の能力、キャリアを築き上

げていくのかについて、主に自己啓発とエンプロイアビリティの観点から考察する。そし

て、インタビュー調査から現在働いている人が、自分のキャリアについてどのようにとら

えているのか、またキャリアアップのための自己啓発、エンプロイアビリティなどの個人

のキャリア観について述べ、さらにそこからわかる今後の課題について考えていきたい。

第１節 自己啓発の現状

まず、自己啓発の実施率を見ていく。図表１は、厚生労働省が調査した自己啓発の実施

率の推移である。2000 年度は 37.3％、2002 年度は 33.2％、2004 年度は 36.5％、2006 年度

は 56.4％、2007 年度は 58.1％と徐々に高まってきている。また、平成 20 年度能力開発基

本調査において、労働者に対する自己啓発支援を行っている事業所も 79.2％と約 8 割の企

業で自己啓発に対する支援をしているという結果も明らかになった。この支援策の内容と

しては、主に受講料などの金銭的援助や就業時間の配慮があげられる。

次に、労働者が月にどのくらい自己啓発を行っているのか見てみたい。図表２は厚生労

働省による平成 20 年度能力開発基本調査での自己啓発の平均延べ受講時間階級別の労働者
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の割合を示したものである。これによると、最も高い割合を示しているのは、10～30 時間

未満で 27.1％である。そして、自己啓発を行った人の一人当たりの平均延べ受講時間をみ

ると、2006 年が 55.4 時間であるのに対し、2007 年では 70.3 時間と 15 時間も延びている。

以上のことから、労働者の自己啓発に対する意識が高まってきていることが読み取れる

のではないだろうか。

 
図表１ 

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査」 

 
図表２ 

 
出所：厚生労働省「平成 20 年度能力開発基本調査」
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では、労働者は何のために自己啓発を行っているのか。図表３は、そのことを 2000 年度、

2004 年度、2007 年度について示したものであるが、これによると、「現在の仕事に必要な

知識・能力を身につけるため」で 78.6％（2007 年度）と高い割合である。また、このこと

は、どの年度でも見られる。さらに、2007 年度になり著しく増加したのは、「将来の仕事や

キャリアアップに備えて」で 2004 年度の 37.3％から 48.0％へと高まっている。このこと

から労働者は自己啓発により仕事をするうえで必要最低限のことを埋めており、自分のキ

ャリアを築き上げていくために行う事をメインにしていることはわかる。

さて、ここで私が注目したいのは、「将来の仕事やキャリアアップに備えて」と「転職や

独立のため」という回答である。これらは、今の日本の現状ではやはり考えなくてはなら

ないことである。いつ自分の働いている企業がつぶれるかわからないため、それに対応す

るために自分の能力を高めておかなければならないからである。このことについては次の

第２節で考えていく。

 
図表３ 

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査」 

 
第２節 エンプロイアビリティについて

ここでは、前述した今の世の中で自分の身を守るために必要な能力向上について考察し

ていくのだが、その前にまず、現在の日本の背景をみていく。図表４は 2005 年下半期から

2009 年上半期までの日本の企業の倒産件数の推移である。この図より、2009 年には少し下

がっているものの全体的にみると増加傾向にあり、４年前に比べると約 2000 件も上昇して

いる。また、これに伴う倒産企業の従業員数は 2008 年で 12 万 3477 人であった。2001 年に

19 万 4507 人に達して以降、2005 年の６万 4438 人まで減少を続けていたが、2006 年には増

8.0  

1.9 

4.1 

5.0  

6.9 

10.9 

29.0  

48.0  

78.6 

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0  

その他

海外勤務に備えて

配置転換・出向に備えて

退職後に備えるため

転職や独立のため

昇進・昇格に備えて

資格取得のため

将来の仕事やキャリアアップに備えて

現在の仕事に必要な知識・能力を身につけるため

(%) 

自己啓発を行った理由

2000年度

2004年度

2007年度



48 
 

加に転じ、2008 年は前年比 35.1％の大幅増加で、４年ぶりに 10 万人を超えたのである（帝

国データバンク、2009）。このような現状の中で今の労働者はいつ自分の企業がつぶれるか

わからない状態でそれにおびえながら働いているのではないか。

図表４ 

 

出所：帝国データバンク「倒産集計」 
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くことが今後の自分の身を守るため、またキャリアアップへと繋がっていくのである。

しかし、こういった能力を高めていくには、労働者側と企業側との間での難しさがある。

労働者側では、「エンプロイアビリティを高めたい」、「エンプロイアビリティを高めるよう

な仕事をさせてくれる会社で働きたい」、「エンプロイアビリティを高めるための社内教育

をやってくれる会社で働きたい」といったような企業側に自分のエンプロイアビリティの

向上を望むのだが、企業側では、優秀な人材を自分の会社で長く働いていてもらいたいと

考え、エンプロイアビリティを高めるような指導・教育を行うのだが、こういった優秀な

人材は雇用される能力の高い人材となり転職しやすくなってしまう。そのためせっかく優

秀な人材にするために支援しても転職して自社にいてもらえなくなってしまうというリス

クも出てくるのである。

このように、エンプロイアビリティの向上にはリスクもあるということだが、しかし企

業は難しくとも社員のエンプロイアビリティを高める施策を行うべきである。エンプロイ

アビリティを高めることによって、「労働者の知識、能力に多様性が生まれる」、「企業が向

上心と多様性にあふれる人の集団になる」（黒川,2004）とある。このことによって企業の

生産性も上がり、また「市場価値の高い人材を輩出する企業」という評価も高まり、ます

ます有能な人材が集まると考えられるからである。

昨今の激変する経済状況の悪化により、雇用を巡る環境も厳しさを増すばかりであるが、

各個人がスキルアップに励み各企業もそのような人材を欲しがるという企業社会への変化、

すなわち今後、被雇用者側がエンプロイアビリティを把握し、磨きをかけていくことがま

すます必要になってくると考えられる。

では、実際に現在働いている人は以上のような自己の能力向上に向けての自己啓発の現

状についてや転職についてどのように感じているのだろうか。そのことについて次節では

インタビューの結果を用いて考察していく。

第３節 個人の能力開発と転職について～インタビュー調査により～

ここでは、前述した日本の現状を背景にして、インタビュー調査の結果をもとに実際に

働いている人が自分のキャリアに対してどのような意識を持っているのかについて考えて

いく。

まず最初に、自己啓発について見ていく。自己啓発の現状を知るための“自己啓発を現

在していますか”という質問に対して、「その業界に精通した新聞や週刊ダイアモンドとか

でその業種の特集とかするから、それを見ておく」（XL 氏：金融業、男性、20 代後半）、

「業務に必要なことですね、それを先進的に取り入れるようにはしてます」（XJ 氏：エネル

ギー産業、男性、40 代前半）、「自分の業務にかかわりのある社会の動きを把握する、たと

えば本を読んだり雑誌を読んだりをしています。家に帰ると子供がいるのでなかなか自分

の勉強なんかできないんで帰る前に喫茶店によったり朝早くに起きたりなんかする程度で

す」（IG 氏：エネルギー産業、男性、30 代前半）というような回答をする方々もいた。こ

のことから自己啓発をする理由として、新たに資格を取るというよりかは、自分が仕事を

していく上で欠かすことのできない必要最低限の知識を得るために自己啓発を行うという
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傾向があることが分かった。

またその一方で、「転職というよりは、会社っていつ潰れるかわからないから、社会に放

り出された時に、生き抜けるだけのもんはやっぱ持っておきたいと思う」、「保険会社って

やっぱり凄い狭い世界なのでそれ以外の会社で通じにくいことがあるので一般的に言われ

てる資格っていうのは取りたいなあとは思う」（JT 氏：金融業、男性、20 代後半）といっ

た、まさに今日の不況への対応策として自分の身を守るために自己啓発を行うという回答

もあり、エンプロイアビリティに対する意識も少なからずあることが読み取れた。

しかし、こういった自己啓発をしていく上では問題もあるようだ。「問題は、能力開発を

利用する時間に相当な限りがあるということなんだよね」（XL 氏：金融業、男性、20 代後

半）、「資格を取るのもいいかと思いますけど、それを生かしてどうこうするビジョンがな

いのであまり資格には興味がないです。あとまあ時間がないというのもありますけど」（IG

氏：エネルギー産業、男性、30 代前半）というように、自己啓発をしようと思っても、時

間による制限があるのだ。そして、今後会社に求める能力開発の仕方を尋ねた時にも、「日々

の業務にとらわれるという時間があることが多くって、業務以外のところで自己啓発をす

る時間だとか、そういうのって自分で確保しなければいけないから、贅沢を言うなら会社

がそういうのを確保してくれるとありがたいかな」（JT 氏：金融業、男性、20 代後半）と

いったように自己啓発を行うための時間の確保を希望するインフォーマントもいた。

実際に、どの程度忙しいのかは、インタビュー時に書いてもらった一日の大まかなスケ

ジュールを見ると明らかである。JT 氏を例にとると、だいたい 20 時まで仕事があり、家に

着くのが 22 時、そこから夕食を食べたり準備をしたりして一日を終えている。確かにこれ

ではなかなか自己啓発にあてる時間の余裕がないということが分かった。またこのことは、

他のインフォーマントにも当てはまることであった。

この問題は日々の業務量の多さにより自己啓発にあてる時間がないということだが、こ

のことは今回インタビュー調査を行った人に限られる問題ではない。厚生労働省（2007）

によると、77.1％もの労働者が自己啓発に問題があると感じており、その主な問題点とし

て図表５にあるようなことがあげられる。 これによると、やはり「仕事が忙しくて自己啓

発の余裕がない」という項目が 59.0％と最も高く、また 2007 年度と 2004 年度を比べても

増加した割合が他と比べると著しい変化である。このことから時間による制限は今後の大

きな課題になってくると考えられる。

さらに他の問題点として「費用がかかりすぎる」という点があり、これも2000年度25.9％、

2004 年度 31.7％、2007 年度 35.0％と年々増加傾向にある。このことについてインタビュ

ー調査で自己啓発に対する会社の支援について尋ねた際には、「通信教育の費用を半額にし

てくれる」（BT 氏：メーカー、女性、30 代前半）や「今は不況のあおりで全額自己負担。

コースによって半額負担とかはあるけど」（JT 氏：金融業、男性、20 代後半）というよう

な回答が得られ、ここでも近年の不況の影響があることが分かった。

自己啓発を行うことにより、自己の能力を高め、今日の不況による影響から自分の身を

守ることは今後、さらに必要なことになってくるであろう。いつ自分の会社がつぶれるか

わからない状況では、転職についても考えないといけないからである。
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図表５ 

 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」 

 
では次に、現在働く労働者の転職に対する意識はどのようなものであるのか考えてみた

い。「転職についてなんですけど、プラスになるかもしれないけども、現状全く考えてない」

（XL 氏：金融業、男性、20 代後半）、「経験においてはプラスに繋がると思うが、厳密に転

職をする勇気があるかというとないですね」（JS 氏：エネルギー産業、男性、40 代前半）、

「あまり転職云々については、自分にとってみるとあんまり必要ないかなと思っています」

（RG 氏：メーカー、男性、30 代後半）と転職は自分のキャリアアップにつながると感じて

はいるが、積極的に行おうとは思っていないという考えのインフォーマントが顕著であっ

た。

また「自分のスキルアップに繋がるのであればいいと思うけど、子供が３人いますし、

個人的にはプラスになるかもしれないですけど乗り越える壁は大きいかな」（IG 氏：エネル

ギー産業、男性、30 代前半）、「やっぱり年齢が年齢なんで、次の仕事をしようとは思わな

い」（JJ 氏：公務、女性、50 代前半）というように、子供の有無や年齢による壁があるよ

うだ。

さらにこういった意見がある中で、「転職は自分のキャリアにプラスにつながらないと思

います。結局はやりたくない仕事をかなり転職先に行ってもやらなきゃいけなくて、本当

にやりたい仕事ができないっていうことが絶対あると思うんですね。それだったら社内で

自分のやりたい仕事を自分でアピールしながら配属されるように努力すればいいと思いま

す」（XJ 氏：エネルギー産業、男性、40 代前半）というように、転職に対して完全に否定

的に考えている回答もあった。これは転職してまた一から仕事を覚えるよりも、今の会社

で自分のやりたい仕事をできるように努力することのほうが大事という考えであるが、確

かに、こういった考えも重要であると私は思う。今まで培ってきたキャリアが有効に活用

されない場合や、コロコロと転職をしていては採用にも響くと考えられるからだ。
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しかしその一方で、「自分も新たなキャリアを作りたいなぁと思ったんで、転職しました」

（LJ 氏：人材サービス、女性、30 代前半）というように自分のキャリアアップのために転

職をした方もいた。

このように転職は人それぞれに違った意見があるということが読み取れるが、今回のイ

ンタビュー調査により、世間でエンプロイアビリティの必要性が問われている中で、まだ

まだ労働者のエンプロイアビリティに対する意識は低いということを感じた。

このことは、図表３にあるように、エンプロイアビリティを高めるために自己啓発をす

るというよりも、現在の仕事に必要な知識・能力を身につけるために自己啓発を行うと考

える労働者がまだまだ多いということを意味している。また今回インタビュー調査をした

インフォーマントのほとんどが大企業で働いているということも関係していると思う。自

分の企業は大丈夫だという安心感が多少なりともあるため、転職についてはあまり考えて

おらず、それに対する取り組みも消極的になっているように感じる。しかし、いつ何が起

こるか分からない今日の日本では、安定した企業でももっと危機感を感じるべきではない

だろか。

おわりに

前述したように、今日の不安定な労働市場にある日本では、企業任せの能力開発にはリ

スクがある。上西（2004）によれば、能力開発をめぐる政策は、企業による雇用の維持を

支援し、企業による能力開発を促進する方向から、新たな方向に転換しつつある。それは、

「外部労働市場の機能を高めようとする方向性」、「企業主導の能力開発重視から個人主義

の能力開発重視への転換」、「個人の主体的なキャリア形成を支援する方向性」である。こ

のことからも自分で能力を高める自己啓発がいかに重要なのかが読み取れる。

しかし、自己の能力を高めるには様々な問題がある。自己啓発に関しては、「仕事が忙し

くてそれを行う余裕がない」や「費用がかかりすぎる」といったようなことだ。このこと

は、インタビュー調査でも明らかになった問題点でもある。これをいかに改善していくの

かが今後の課題となってくるであろう。

こういった問題に関しては会社の支援ももちろん必要になってくる。実際に行われてい

る自己啓発に対する支援策は、インタビュー調査からも出てきた通信教育の受講奨励・援

助といった経済的支援や、時間的支援として資格試験日は通常勤務日扱いとするといった

ような支援がある。さらに、小売業のロフトのように「短時間正社員制度」を導入して自

己啓発支援を行っている企業もある。「短時間正社員制度」とは、フルタイム勤務（長時間

労働）一辺倒の働き方ではなく、自らのライフスタイルやライフステージに応じた多様な

働き方を実現させる働き方であり、またこれにより、労働力人口が減少する中、優秀な人

材の確保・有効活用を図ることにも効果があるのだ。こういった会社側からの支援が今後

増加していけばいいと思う。

そして、本稿で取り上げたエンプロイアビリティについては、今回のインタビュー調査

からも実感したようにまだまだ労働者のそれに対する意識は低いようだ。今日の内外の激

しい環境変化にある日本では、自分の企業は大丈夫だと安心していてはいけない。いつ何
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が起こるか分からないため、しっかりと労働者個人が変化に対応できる能力を備えておか

なければならないのだ。そのため日頃からの自己啓発が今後さらに必要になってくるであ

ろう。

以上のように、労働者は生涯にわたり自己啓発に取り組むことによって、個人のキャリ

アを築き上げ、また自己啓発やエンプロイアビリティに対する意識をもっと高めるべきで

ある。そうすることにより、これからの労働市場の変化にも対応していくことが可能とな

り、また、自分の思い描く将来像へと繋がっていくのではないだろうか。
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第６章 能力開発とキャリアの関係性の変容 
～働く人たちの認識と現状～ 

山口貴充 

はじめに

これから社会人となっていく私達にとって大学を出たとしても当然、私たちは社会人と

して、自立した一人の個人としてゼロからのスタートとなる。その中で能力を発達させて

いく意味とは何なのだろうか。能力開発支援といってもその実態は。また、その能力開発

支援とは何のために行うのか。賞与のため、キャリアのため。そのキャリアのためといっ

ても、企業倒産・派遣切りなどを耳にする中、転職を視野に入れてのものかどうか。それ

らについて実際の現場の声はどのような状態なのか。

そういった疑問からゼミで実施したインタビュー調査記録・各研究機関の調査結果等を

もとに実態を明らかにし、自ら仮説を立て検証していく。

この論文の一つのねらいは、私の“現在の労働者におけるキャリア観が長期継続的雇用

から転職を視野に含めた広範囲的キャリア構成へと変容したのではないか”という仮説に

ついての正否を問うことである。

この仮説に至った経緯だが、ここで一つ重要な言葉を提示したい。それは「エンプロイ

アビリティー」という言葉である。エンプロイアビリティーとは、「雇用する（Employ）と

能力（Ability）を組み合わせ作られた言葉である。エンプロイアビリティーは、２つの側

面から見ることができる。１つは、何らかの理由で現在の勤務先を離れ社外に出る場合に、

他の会社、組織から採用されるかという視点である。すなわち、一人のビジネスマンとし

て社外に通用する能力をどの程度持っているかという視点である。市場価値または転職可

能能力と言い換えることができる。現在日常的には、こちらの意味で使われているケース

が多い。もう１つは、今いる組織で雇用を継続される価値のある人材であるかという視点

である。現在価値または継続雇用可能性と言い換えることができる。いずれにせよ、リス

トラやダウンサイジングが進む中で、労働者は自らのエンプロイアビリティーを高める必

要があるという認識が強まっている」（人材開発メールニュース 1999 年、第 37 号掲載）と

ある。また、「(2009 年)８月の雇用の先行き見通しでは、失業[不安]と答えた人は 69.0％

となり、６月から横ばいであった。他方、[不安なし]と答えた人は 27.8％で、同じく６月

から横ばいの状況にある。消費者の雇用に対する先行き見通しは、失業への[不安]が高水

準のまま横ばいの状態が続いている」(日本リサーチ総合研究所 2009 年８月調査)とあり、

世間の意識も雇用への不安は大きいようだ。

とするならば、労働者の意識が一つの企業に執着するよりも他へいってしまうのではな

いか、つまり企業と個人の関係において前述の“市場価値または転職可能能力”の構成に

こそ現在の労働者の価値観・キャリア観は存在しているのではないのか、と予測するに至

った。
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本稿では全４節に分け、「第１節 能力開発の現状」で企業・個人それぞれの能力開発に

おける認識を述べる。「第２節 能力とキャリアの関係性」においては、能力開発の意味を

労働者側から検証し、能力開発とキャリア構成の関係性へと繋いでいく。「第３節 キャリ

ア意識の現状」では転職の推移を提示したうえで転職に対する労働者の印象を指摘し、そ

れを踏まえた上で現在の労働者のキャリア意識を読み解く。最後に最終節として最初に提

示した仮説を検討し現在のキャリア構成の動向を探っていく。

第１節 能力開発の現状

まず、企業側の見地で能力開発を検討する。「近年、会社が社員を真剣に育てなくなった

と言われていますが、一方で会社は、実務能力に長けた即戦力をいつも欲しがっています」

(『企業と人材』 2009 年５月 20 日掲載)とある。経済のグローバル化への進展により、企

業は経営状況の変化等へ機敏に対応するための人員対策を必要とするようになった。自社

の人材育成では賄いきれないこうした人材ニーズを、企業は外部から、専門性が高く即戦

力となる人材を取り入れることで対応するよう求めている傾向があると述べられている。

つまり専門性の高い人材、即戦力となる人材が、必要な時に企業に供給されることが要求

されるようになったということだ。この傾向から答えるならば従業員においては雇用され

る能力を自主的に身につけなければならない。またそれを踏まえた上でも雇用の流動化、

働き方の多様化が進行する中、企業においては、個人の能力開発を環境整備という側面か

ら、能力開発の押し売りではなく個人の主体性を重視した支援をすることが求められてい

ると考えられる。そこで、重要になってくるのは「能力開発」の在り方であり、理念や方

針などの考え方である。「能力開発」をどのように考え、どのように具体的に展開していく

のか。その「能力開発」の展開にあたっては、企業内における OJT は、やはり人材育成に

大きな役割を果たしていくと思われる。しかし、企業外における OFF-JT や労働者の自発的

な職業能力の開発は、労働者の少数精鋭化が謳われる中、さらに重要性を増していくだろ

う。そんな中、企業の労働需要は明確に労働者に伝わっているのだろうか。

まず企業の求める能力について、その労働者に求める能力を企業側から労働者側に“知

らせている”割合を見ていきたい。

図表１は厚生労働省の 2008 年度『能力開発基本調査結果の概要』に記載されていた「労

働者に求める能力の周知状況」である。正社員に対して、労働者に求める能力を「知らせ

ている」事業所割合は 46.3％、「ある程度知らせている」事業所が 42.2％となっており、

知らせている事業所が約９割となっている。

非正社員に対しては、「知らせている」事業所が 28.5％、「ある程度知らせている」事業

所が 39.0％であり、正社員に比べて知らせている割合は低い。
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図表 1 労働者に求める能力の周知状況 

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査結果の概要について」(2008) 

 

念のため断わっておくが、これは企業から労働者へ知らせているであろうという一方通

行的な見解である。企業側からみて「伝えている努力をしている」指標であると言い換え

ることもでき、受け取る側である労働者に伝わっているかの数値ではないことを注意して

おきたい。労働者側の認識については後ほど取り上げる。

図表２ 能力開発責任主体(正社員) 

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査結果の概要について」(2008) 

 

次に、能力開発に対する責任の在処について、図表２は厚生労働省『能力開発基本調査』

に基づく、従業員に対する能力開発の方針における「企業の責任」か「労働者個人の責任」

かについての調査結果である。つまり、社員の能力開発を行うのは企業、社員のどちらの

責任と考えている企業が多いのかということだ。正社員に対する能力開発については、「企

業の責任」又はそれに近いとする企業割合は 64.2%（2000 年度 75.6%）であり、「労働者個

人の責任」又はそれに近いとする企業は 35.9%（2000 年度 20.1%）であった。急激な変化と

は言えないものの、能力開発の責任主体は労働者個人の責任へと認識が移行していってい
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ることが分かる。
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さらに、労働者側の認識としての能力開発について検討する。当然のことながら普段の

業務遂行のため、OJT にも見られるような現場における訓練も必要だろう。また、現場指導

では補完しきれない内容を研修等において指導する OFF-JT も重要である。つまりは所属す

る企業、その業務遂行のためのモノ(能力開発)である。しかし、これらは企業主導におけ

る職業訓練である。

では自己啓発はどうだろうか。自己啓発において主導権は個人にある。そしてそれは

OJT・OFF-JT では取得しきれない業務遂行のための技能習得に費やすものなのか、それとも

別の何か…、例えば私が本稿で出した仮説である“現在の労働者におけるキャリア観が長

期継続的雇用から転職を視野に含めた広範囲的キャリア構成へと変容したのではないか”

に則したエンプロイアビリティーの為なのか。まだ結論を述べることはできないが、自己

啓発を含めた能力開発の意味とは何なのか明らかにしていきたい。

それを踏まえて、企業が提供する能力開発支援に対し前述の“企業側に見る能力開発と

は”で述べたように、今度は逆の立場に立った場合、労働者は企業の求める能力について

“何を求められているか”に対する理解をどの程度示しているのだろう。

図表３は厚生労働省の『2008 年度 能力開発基本調査結果の概要』に記載されていた「労

働者に求められる能力の周知状況」である。

図表 3 労働者に求められる能力の周知状況 

 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査結果の概要について」(2008) 

 

労働者に求められる能力の周知状況をみると、正社員では「十分に知らされている」は

25.6%、「ある程度知らされている」は 51.9% となり、知らされているとする者が全体で 77.5%

となっている。一方、非正社員では「十分に知らされている」は 17.7%、「ある程度知らさ

れている」は 46.0%と正社員に比べて低く、「あまり知らされていない」及び「まったく知

らされていない」が 32.9%と比較的高くなっている。
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図表 4 自己啓発の実施状況

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査結果の概要について」(2008) 

 

「能力開発」において、形としては個人の主体的な「能力開発」が求められている。企

業はそのサポートというのが通念である。また、自己啓発においても支援という形で企業

に依存している節がある。例えば、各通信教育講座の紹介・金銭面での援助、階層別教育

における自学自習、e‐ラーニングの設置等が挙げられる。利用する際の主体性は労働者側

に委ねられており、選択・行使の自由がある。

図表４は自己啓発の実施状況である。自己啓発を行った者は、正社員では 2007 年度では

58.1％（2000 年度 37.3％）で、2000 年から見ると 20.8 ポイントの上昇傾向にある。

節の最後としてこれまでのデータからひとまずの分析を行いたい。

【周知度合い】

まず、周知度合いの差異について、企業側は 88.5％が正社員に対して求める能力を「知

らせている」「ある程度知らせている」と回答している。一方、正社員側から見ると、「十

分に知らされている」「ある程度知らされている」は 77.5％で、企業側の認識より 11.0 ポ

イント低い結果となっている。選択肢の最上位である「知らせている」（企業側）と「十分

に知らされている」（正社員側）だけを比較すると、企業側の 46.3％に対し、正社員側は

25.6％に留まっている。その差は 20.7％にもなる。

ここからわかることは、企業側は求める能力を周知できていると認識しているようだが、

社員側には必ずしも十分に伝わっていないといえる。

【自己啓発実施状況】

次に、自己啓発の実施状況について見ておこう。自己啓発の実施状況は総じて上昇傾向

にあるといえる。特に 2000 年と比較すれば 20.8 ポイントの上昇であり、昨年度と比べて

も 1.5 ポイント上昇である。

以上を合わせて考察すると、企業側の考えとして「能力開発の責任は労働者個人」とい
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う考えに即しているかのように、労働者の意識の中で「自己啓発」に対しての意識がここ

十数年で大きく変化したことが読み取れる。

ここで、本稿の「はじめに」で定義した「エンプロイアビリティー」を検討する。前述

ではあるが、エンプロイアビリティーには２つの側面がある。1 つは「市場価値または転職

可能能力」、もう１つは「継続雇用可能性」という考え方である。この場合、どちらの側面

から見たとしても自己啓発の高まりについては説明できるであろう。しかし、周知度の差

異に注目すると少し違ってくるのではないか。例えば、継続的長期雇用を望んでいたとし

よう。とするならば、自らの能力を高め自分の価値を企業に知らせなくてはならない。し

かし、何をすればよいのか、何を求められているのか周知度合いをみるとそれも十分とは

言い難い。

つまり、“労働者は何を求められているか十分に認知していないまま能力開発を行ってい

る部分が大きい”といえる。

第２節 能力開発とキャリアの関係性

第１節では能力開発の現状についてデータをもとに労使関係における認識の違い、労働

者の自己啓発への重視傾向等について述べてきた。次に、仮説を検討する上で重要である

“キャリア意識・構成”について考察していこうと思う。従来のキャリア意識は経歴とし

てのキャリアであり、終身雇用を前提とした雇用環境下における「企業内部での昇進の度

合い」が重要であったと言える。しかし、企業内における人員削減、雇用の流動化、企業

買収・合併などによる従来の長期雇用への期待感の崩壊、IT 技術の進歩に伴う業務処理の

高度化・集中化、ビジネスパターンの変化などを要因として、キャリア意識は変化してい

る現状であろう。

以上を踏まえて、第２節では労働者の取得していく能力がいかにしてキャリアへと結び

ついていくのか、本論文のタイトルでもある“能力開発とキャリアの関係性”について論

じていく。

まず、能力開発の持つ役割について明らかにしよう。企業側からすれば人材育成は必須

項目だ。有能な人材の確保・育成は企業存続のための最優先事項といえるだろう。では労

働者側からの視点でいえばどうであろうか。第１節に述べたように、能力開発の主体性は

労働者側に向かい、それにともなって労働者の能力開発における自己啓発への比重が高ま

ってきている。能力開発(自己啓発)を行う理由として図表５を見ていく。
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図表 5 自己啓発を行った理由(複数回答)

 

出所：厚生労働省「能力開発基本調査結果の概要について」(2008)〈％〉

 

自己啓発の要因として大きな比重を占めているのは「現在の仕事に必要な知識・能力を

身につけるため」で 78.6%である。自己啓発においても OJT・OFF-JT と同様に業務遂行の為

であるとする傾向が強い。しかし、そう述べているにも関わらず「昇進・昇格のため」と

答えている割合は 10.9%と低い。そして、それらに対し「将来の仕事や“キャリアアップ”

に備えて」は 48.0%である。これをどう理解したらよいのだろうか。

また、この表を見てとれるように、能力開発の役割とは「より良い自己形成の為の備え」

と捉えることが出来るが、残念ながら“市場価値または転職可能能力”のためとは読み取

り難い。やや隔たった捉え方をするならば、「将来の仕事やキャリアアップに備えて」

(48.0%)「転職や独立のため」(6.9%)「退職後に備えるため」(5.0%)については捉えように

よっては仮説を立証する材料になるかもしれない。これについてはインタビュー調査を交

えた上で第３節にて考察していきたいと思う。

次に、労働者にとって、自らの職業生活設計において一度はキャリアについて考えるも

のだと思われる。これから自分はどうしていくものなのか、どのように自己実現というも

のを成し得ていくのか。その考えに起因するものであり本稿のテーマでもある能力開発と
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キャリアの関係性について考察していく。その上で２つの考察パターンをあげたいと思う。

まずは、１つの企業内での能力開発とキャリアの関係性である。業種などによって違い

はあるだろうが、従来は終身雇用・年功序列賃金制度・企業内労働組合が「三種の神器」

とまで言われ、既存の企業でキャリアを積んでいくのが当たり前であった。しかし、雇用

の流動化や成果主義などが登場したことによりそれらは崩壊した。だが現在でも継続的雇

用への展望は大きい。そうした中でのキャリア形成は如何なるものなのか。その場合のキ

ャリア構成はいわゆる人事考課によって行われる。人事考課とは評価(「事物や人物の善

悪・美醜などを考え、価値を定めること」：大辞泉 国語辞典)の中で「業務上の行動や結

果、能力等を評価する」ことである。そしてその結果が昇給、昇格、賞与等の処遇に活用

される。そこで問題となってくるのは、評価する側(企業)が正確に評価を行っているのか

ということだ。2009 年夏に行ったインタビュー調査の中でも「なかなか人の評価ってその

評価する側の主観が入るじゃないですか。ですから、完璧なその評価制度の仕組みを作る

のは難しいと思うんですよ」(IG 氏：エネルギー産業、34 歳)と述べられている。つまり問

題とするのは個人の判断で、企業で行う人事考課を行ってしまうことにある。するとどう

なるのか？「人事考課の中に、能力開発ってものが、ウエイトとして大きく組み込まれて

いる。そのために、それを意識しながら、１年間の活動計画を立てるからね。あんまり、

切り分けて考えてないんだよね」(XL 氏：金融業、28 歳)と言われるように、評価される側

(労働者)としては、年功的なキャリアアップは望めない、能力開発を活用した自己アピー

ルでより良い評価を望むしかない。そういったことから図表５「自己啓発を行なった理由」

でキャリアアップ・昇進・昇格のためと答えたわけが読み取れる。

次に、転職を行うとした場合の能力開発とキャリアの関係性だ。一つの企業から別の企

業へと移動していく場合、行ってきた能力開発は如何にしてキャリアに関わってくるのか。

能力開発責任主体の動向を見る限り、採用する企業としてはやはり使える人材を欲しいわ

けであり、自発的に能力を発揮・向上させていくことを求められていると考えられる。

第３節 キャリア意識の現状

能力開発の役割・能力開発とキャリアの関係性ついて考察してきたがここからはキャリ

ア意識の現状を明らかにする。これは最終節へと繋ぐ節であり最も現場の声を取り入れた

ものとしたい。

ここで１つ訂正しておきたいのだが、冒頭で“転職を視野に含めたキャリア展開”と述

べた。しかし、それは必ずしも嬉々として「転職」に応じるという意味だけではない。「2008

年度の倒産件数は１万 3234 件発生し、前年度の１万 1333 件を 16.8％（1901 件）上回り、

３年連続の前年度比増加。月別推移も５月を除くすべての月で前年同月を上回り、10 月は

1231 件で集計基準変更の 2005 年４月以降で最多、３月も 10 月に次ぐ 1216 件と倒産増加が

続いた」(帝国データバンク 倒産集計 2008 年度報)というデータが出ていることから感じ

られるように、販売不振・赤字累積・売掛金等回収難などを原因とし、資金繰りが悪化し

ていく倒産を意味する「不況型倒産」が相次いでいる。もし自分の会社が倒産してしまう

ことになってしまった場合、当事者の意思に関わらず転職しなければいけなくなる。ここ

で伝えておきたいのは、「景気回復の目処が立たず日本の経済が危ぶまれる」等といったこ
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とではない。あくまでもキャリア意識に既存するものであり“環境状況により(やむなく)

転職を視野に入れたキャリア意識になったのではないか”という可能性も私の仮説に含ま

れている、ということだ。

さて、話を戻して転職の現状についてみていく。図表６を見ていただきたい。これは統

計局の『労働力調査統計表』よりデータをグラフ化したものだ。2003 年から 2004 年にかけ

て２万人の減少傾向がみられるが 2005 年以降は総じて増加し続けている。

図表６ 転職者数の動向

 
出所：統計局「年齢階層別転職者数」(2008)

 

どういったキャリア意識の元で転職を行うかは定かではないが 2007 年には 346 万人もの

労働者が転職という選択肢を選んでいる。推測ではあるが、他にも望んでいたが転職を成

功(職に就けるという意味で)出来なかった者も多数存在するのではないだろうか。

「転職」に対する印象と言えば、もしかすればまだ転職が今後のキャリアアップにおい

て望ましくないという意識が広く浸透している部分もあるかもしれない。実際に人事に関

わる仕事に携わっている方の話では「転職が多い方とかっていうのは、人事側としてはそ

んなにプラスにならないっていうか、理由をやっぱりちゃんと確認して、こういう理由だ

からっていうのがあれば大丈夫なんですけれども、あまり多いとちょっと気になる部分で

はあるので」(QS 氏：メーカー、34 歳)と述べている。企業側の考えとしては、正当な理由

があれば別だが、まだ転職者に対して十分な理解があるというわけではないようだ。再就

職の際の面接でも問われることは「自分は今までどれだけ(意欲的に)仕事をやってきたか」

「どんな力(業務遂行能力)があるのか」に焦点が置かれるようで、複数の職務を経験した

者に関しては、その信用度は下がるらしい。一般論としてこのような認識は誰しも持つも

のだろうが、実際の転職に対する意識とはどういったものだろうか。「転職というよりは、

会社っていつ潰れるかわからないから、社会に放り出された時に、生き抜けるだけのもん

はやっぱ持っておきたいと思うし」(JT 氏：金融業、27 歳)、「ガンガン働いてみたいのに、

ここの仕事場で７時とか８時とか、早い時６時とかに終わってる自分が、ちょっと周りの

大学時代の友達と比べて不完全燃焼してるんじゃないかな、このままだったらおいていか



64 
 

れるかもみたいな漠然とした不安があって、転職した」(LJ 氏：人材サービス、31 歳)とい

うように、将来や自分への不安から転職という選択肢を選んだようだ。「経験においてはプ

ラスに繋がると思うが、厳密に転職する勇気があるかというとないですね」(JS 氏：エネル

ギー産業、42 歳)などインタビュー記録の中には、キャリアに繋がるとして転職を行う人・

経済的不安から転職を意識する人・転職への観念から踏み出せない人など、否定的でない

人たちの中でも多種多様のようである。第２節での「自己啓発を行った理由」の中での「将

来の仕事やキャリアアップに備えて」(48.0%)、「転職や独立のため」(6.9%)、「退職後に備

えるため」(5.0%)といったデータはこれで説明できるのではないだろうか。

労働者の転職に対する意識については述べた通りだ。ならば、自分のキャリアをどのよ

うに築いていきたいのか聞いてみた。この問いに対しては、「女性でも働けない期間があっ

たとしても、一生働いていきたい(転職をしたとしても)。っていうか、定年まで働くとい

うことが自分の中の基本ベースの立ち位置としてある」(LJ 氏：人材サービス、31 歳)とい

ったような、それこそ、私の仮説どおりに転職を視野に入れたキャリア意識の方もいるが、

「本当にやりたい仕事をやれるのであればいいんだけど、結構仕事って雑用が多いんです

よね。結局はやりたくない仕事をかなり転職先に行ってもやらなきゃいけなくて、本当に

やりたい仕事ができないっていうことが絶対あると思うんですね。それだったら社内で自

分のやりたい仕事を自分でアピールしながら配属されるように努力すればいいと思います」

(XJ 氏：エネルギー産業、42 歳)といったような転職に対し否定的な人もいた。XJ 氏に関し

てはキャリア意識について「経理じゃなくて経営層ですね。経営層になるために、どうい

ったことを幅広く複眼的に見ていかなくちゃいけないのかなって。サラリーマンでも上の

方になれば自分のやりたい仕事ができますからね。キャリアアップするために各部長にな

ったら、部長になる頃にはこれくらいのことを複眼的に見なくちゃいけないとか、役員に

なるのであればこれくらいのことは分かっていなくちゃいけないなとか、常に自分のポジ

ションよりも一つ上の視点という風にしっかりと持っていきたいなと思っています」と述

べていた。また、「結構同期でもやっぱやめて行くメンバーはいて、考え方が違うなとか、

いろいろな理由があるんですが。まあ、なんていうか、私は意地になって、逆に辞めてく

れるなって言われるくらいになりたいなって思って」(RG 氏：メーカー、39 歳)というよう

に、周囲の雰囲気として転職している中、転職をあえて踏みとどまり自分のキャリアを「出

来ていくもの」として捉えている方もいた。

インタビュー内容を全て紹介することは出来ない。しかしこれらを踏まえた上で総じて

いえることは長期雇用を望んでおり、その傾向は 40 代から年齢が高くなるほどに強いよう

だ。肯定的な志向を持つ方も前述のように「勇気があるかというとないですね」(JS 氏)と

いうように、転職したいと思うことがあったとしても踏み出せないとする方が多かった。

第４節 キャリア意識変容の実態

ここまで、様々な研究記録・インタビュー記録を基に述べてきた。最終節として各節ご

とに包括的に概要をまとめていき、結論を出していこうと思う。

第１節 能力開発については、その求める能力の周知状況は企業側と労働者側で差異が
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ある。企業は即戦力で使えるような能力を身に付けた人材を欲しがっており、労働者側で

の立場としてはその能力開発の責任主体を請け負う形になっていく傾向が見られる。それ

に伴い、労働者における自己啓発の実施状況も増加傾向である。

第２節 ここで、労働者側の能力開発について、自己啓発の役割として「将来の仕事や

キャリアアップに備えて」「転職や独立のため」「退職後に備えるため」といった項目が経

済上の不安からのものであると指摘し、キャリア構成に対し重要な役割であると述べた。

第３節 毎年増加の一途を辿る転職者の現状を明らかにし、それを踏まえた上で労働者

の転職に対する認識を言及した。それを踏まえたうえで現在の労働者のキャリア意識をイ

ンタビュー記録を中心に記載し、その傾向を示唆した。

結論を述べるならば、私の“現在の労働者におけるキャリア観が長期継続的雇用から転

職を視野に含めた広範囲的キャリア構成へと変容したのではないか”という仮説は外れた

といえるだろう。しかし、全くの的外れというわけでもなかったのではないだろう。

労働者は頭のどこかに「企業倒産・リストラ・企業に対する不満など」のいずれかの悩

みを抱えているものではないだろうか？自分が突然の事情で職を失ってしまう不安感、自

分に最適の場が別にあるかもしれない期待感。それらを抱えている以上能力開発というも

のがエンプロイアビリティーに大きく既存するものになる可能性も十分にあると考える。

むしろ自分たちが気付けていないだけで意識は転職を考えているのだ、というのが私の出

した結論だ。

おわりに

この度“能力開発とキャリアの関係性”についての論文を書いてきた。最初はインタビ

ュー調査結果から論題を考えていたのだが、私としては就職した際に何をしていくのだろ

うという疑問を以前から持っていた。実際インタビューに協力して頂き、能力開発に対し

てすごく意欲的に取り組んでいる方がたくさんいて、そこから漠然と何の為にそんなに勉

強をしているんだろうと考えたんだと思う。「時間を自分で作ってそれが自分の実力です」

と仰っていた方もいて、そういった前向きな姿勢に憧れたのかもしれない。

今回の論文では労働者の意識として幾分曖昧な結果になったかもしれないが、個人の主

観が存在している以上十人十色の考え・思惑があるだろう。通じて私が受けた影響は計り

知れません。１つの論点でも様々な意見があってその中で私はどう感じるのだろうと考え

たとき、きっと社会に出る前にこの論点に触れたことは今後私の強みになるはずだ。
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第７章 日本の成果主義の実態と課題について

～賃金制度の変遷の中で～

小野将太

はじめに

日本企業は、バブル経済が崩壊した 1990 年代以降それまでの日本的経営を見直し、アメ

リカ型成果主義の採用を検討し始めた。アメリカ型成果主義は成果を出した従業員にはそ

れに見合った賃金・報酬を提供し、そうでない従業員には低賃金、そして最悪の場合解雇

するといった極めてシンプルな賃金制度である。若林(2008)によると、成果主義的な人事

制度改革は一般的に「短期的な成果の評価を志向し、従業員たちにより効率的ゆえに限定

的な会社へのかかわりを期待し、人材の流動化を促進し、能力開発の自己責任かを行うも

の」である。

しかし結果として日本企業の大半はアメリカ型成果主義の導入に失敗し、2000 年代中頃

から多くの企業は成果主義的賃金制度の見直しを始めた。短期的な成果を評価する手法に

経営側は効率化を図れたと満足する一方で、現場の従業員達は疲弊していったのである。

従業員間に働く強い競争意識によって、チームや会社全体の成績よりも個人の成績を重視

し、その結果、先輩が後輩の面倒を見ないなどの個人主義が現場で横行し人間関係に亀裂

が生じた。企業組織にとって必要不可欠なチームワークが失われていったのである。

こうして、各企業で成果主義には見直しが図られたのだが、成果主義は依然日本企業に

強く根付いていると考えられる。なぜならば、厚生労働省(2009)の『就労条件総合調査結

果の概要』によれば、1000 人以上の従業員を有する企業で管理職の 70.0%、管理職以外の

65.3％が業績・成果を基本給の決定要素とされているからだ。 

本稿では、日本企業がアメリカ型成果主義を採用していく中で企業や従業員達にどうい

った問題が生じたのかを最初に確認し、次に現在の賃金制度の実態はどうなっているかを

考察したい。そしてインフォーマントの意見から成果主義や賃金制度に対するリアルな意

識をくみ上げ、日本企業のこれからの賃金制度の在り方を探っていきたい。 

第１節 アメリカ型成果主義の導入

バブル経済の崩壊により、1990 年代以降日本経済はそれまでとは一転して不況に転じた。

今までの経済成長に頼った企業活動は出来なくなり、企業は次第に企業内部に目を向け始

め人員配置などを見直し始めた。そうして、従業員の高齢化によって生じている大きな人

件費を企業は改めて認識しそれに悩まされることとなる。

その労務コストの圧縮手段として、アメリカ型成果主義に注目が集められた。成果主義と

は冒頭に既述したように、成果に対し賃金を支払う制度である。その導入によって、従業

員間の賃金には格差を設けることができ、会社全体の支払賃金の総額を縮小できるように

なることは、企業のニーズに非常に合致していたと言える。また、能力主義に見られた曖

昧なものとは打って変わり、目に見える成果に対して賃金を支払うという制度の簡潔さ、

さらに、経営の国際化の更なる進展で国際的競争がより強まっていったことも要因として
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考えられる。

こうした要因から、日本企業の多くはアメリカ型成果主義を積極的に採用していった。

しかし、先述の通りその大半が導入から普及にかけて失敗し、見直しや廃止を行った。こ

の失敗の理由について実際の企業の失敗、その中でも社会的に影響の大きかった三井物産

の事例を基に考察する。

2006 年４月、三井物産は成果主義を撤回しチームワークなどの定性的な評価を軸にする

新制度に切り替えた。また、これに対し三井物産人事開発室長は、日経ビジネスにおいて

「業績を上げたかどうかを最も重要な物差しにする成果主義をやめ仕事の企画立案から実

行・推進までと、人材育成を含めた定性的な面で社員を評価するよう変えた（2007 年９月

24 日号、日経ビジネス）」と語った。

このように、三井物産では成果主義的制度を改め、仕事のプロセスや定性的な評価に制

度を変えたのである。こうして三井物産において成果主義は廃止されたのであるが、その

決定的理由は何だったのだろうか。導入からを探ってみる。

三井物産は 1999 年、それまでの年功制度を廃止し、徹底した成果主義を導入した。年齢

や役職に関係なく、入社４年目以降の従業員の基本給は均一に設定し、成果を出す「稼ぐ」

従業員を大きく評価するといった、100％成果の賃金制度を適用した。

この成果主義を導入した結果、三井物産は大きな問題を抱えることになる。成果主義の

デメリットである個人主義の横行や、従業員のコンプライアンスの低下によって、社会的

影響性の非常に高い事件を発生させたのである。2004 年に発覚した DPF 問題（Diesel

Particulate Filter：粒子状物質減少装置）である。DPF とは、エンジンのマフラー部分に

取り付けることで一酸化炭素等の粒子状物質を低減できる装置のことであり、2002 年４月

４日に東京都の指定承認を受け、完全子会社であるピュアース社が開発し三井物産が販売

していた。その際には全国自治体・国土交通省・環境省などから補助金を受け、偽装事件

の発覚までに累計約 21,500 台を販売していた。

2004 年 11 月、三井物産社内の定例内部監査の過程で DPF の指定申請に際し、虚偽の試験

データが作成・提出されていたことが判明した。ピュアース社の不正行為を追求する過程

の中で、その偽装事件に関与した従業員の告白により発覚したのである。データの改竄行

為は３度に渡って行われていた。

三井物産は発覚後、問題をすぐさま公表し、最大 480 名体制でこの対策の早期解決に取

り掛った。回収に際して、(1)他社製品代替品との無償交換、(2)廃車・別途車両調達の場

合の購入代金相当額の支払い、さらに(3)新車・中古車への買い替え支援を段階的に行い、

その後も適時追加対応策がなされた。

その結果、2006 年１月 19 日に回収対象 DPF21500 台の回収を完了したが、補助金交付団

体への違約加算金相当額を含める約 80 億円、そして、DPF 補償関連費用 450 億円の計約 530

億円の損失を計上した（さらにこれに人件費等が加算されることになる）。そしてようやく

DPF 問題は落ち着きを見せた。

以上が DPF 事件の顛末である。この問題に対して DPF 問題委員会は、「仕事の現場が行動
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規範と必ずしも一致していなかった」、「現場には成果第一主義とコンプライアンスとのせ

めぎあいがあった」などの見解を示し反省点を挙げた。そして、2006 年４月には、チーム

ワークなどの定性評価を 80％、定量評価を 20％とする新制度に切り替えたのである。

このように、三井物産では結果的に成果主義導入に失敗し、成果主義を廃止し評価制度

を切り換えた。また、他の企業、例えば富士通等でも見直しが行われ、2000 年代中期以降

には、それら大企業の失敗が引き金に日本では成果主義の問題点が顕在化し始めたのであ

る。アメリカ型成果主義では個人主義の横行や現場のコンプライアンスの低下、企業内で

従業員の能力育成が十分に行われなくなるなどの問題が生じたようだ。

しかし、はじめにで述べたように現在でも日本企業の多くが成果主義的賃金制度を採用

している。第２節では、現在の成果主義の導入状況やそれの問題点、現代の賃金制度の特

徴等を詳しく確認する。

第２節 日本における成果主義の実態について

２‐１ 現在の賃金制度の導入状況

前節ではアメリカ型成果主義について簡単に触れたが、日本企業における成果主義や賃

金制度の実態をより深く見ていきたい。まず、以下の図表を見てほしい。図表１、２は、

厚生労働省(2009)の『就労条件総合調査結果の概況』を基に作成した「基本給の決定要素

別割合」のグラフである。この調査は、30～99 人、100～299 人、300～999 人、1000 人以

上の企業規模別に行われている。図表１はその全体の平均であり、図表２は 1000 人以上の

企業規模の会社に限定したものである。また、調査対象は管理職と管理職以外とに分かれ

ている。

図表１

出所：厚生労働省（2009）
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図表２

出所：厚生労働省（2009）

まず、図表１の企業規模全体のグラフの各項目とその割合を見ていく。数値の大きい順

に、「管理職・管理職以外共に職務・職種などの仕事の内容」、「職務遂行能力」、「年齢・勤

続年数など」、「業績・成果」、「学歴」と並ぶ。上位３つはほぼ横並びである。「業績・成果」

については、管理職・管理職以外の両方とも 50％を下回っている（なお、2001 年同調査で

は、「業績・成果」は管理職 64.2％、管理職以外 62.3％である）。

このことから現在の日本企業一般の賃金構成は、職務・職種給、職能給、年功給を基本

とするものが主流であると考えられ、アメリカ型成果主義導入期に見られる年功主義を否

定的に捉え、業績や成果を特に評価するといった風潮は全体としては影を潜めつつあるの

ではないかと推測できる。

一方図表２の 1000 人以上の企業規模の割合であるが、「職務遂行能力」、「職務・職種な

どの仕事の内容」、「業績・成果」、「年齢・勤続年数など」、「学歴」の順になっている。数

値を見ると「職務遂行能力」が頭一つ抜け高く、以下２つはほぼ同じ高さとなっている。「年

齢・勤続年数など」の項目は他と比べると低く、特に管理職では 33.1％と非常に低い数値

を示している。よって 1000 人以上の規模の企業（一般的に大企業と呼ばれている）の賃金

構成は、基本的に職能給、職務・職種給、業績給の３つである。

大企業の賃金制度は、日本企業全体と比べると年功主義の割合が低く、能力・成果主義

が主流であると言える。管理職・管理職以外で考えると、管理職では能力や成果を、そし

て管理職以外は能力を基本に年功や成果も評価されているようである。また、管理職以外

では依然として年功給を取り入れている企業も多い。次に図表３、４を見てほしい。
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図表３

出所：社会経済生産性本部（2008）

図表４

出所：社会経済生産性本部（2008）

図表３、４は、社会経済性本部(2008)の『第 11 回日本的人事制度の変容に関する調査結

果概要』での管理職層・非管理職層の処遇理念（現行・今後）の項目をグラフ化したもの

である。対象は 2008 年時点の全上場企業の人事労務担当者であり、企業規模は限定されて

いない。各企業それぞれ回答は１つである。

図表３の管理職層の処遇理念からまず見る。管理職層において現行と今後の処遇理念の

差は全体的に見るとあまりない。ただ、年功重視型の項目は、現行 11.6％から今後 2.9％

へと約９ポイント減っており、管理職層の処遇には年功的要素を一切重視しないという人
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事担当者の考えが表れている。

成果実績重視型については現行・今後とも非常に高い数値を示しており、現行 38.4％か

ら今後 44.4％と６ポイント増加しており、管理職層に対しては今後より成果主義的な賃金

制度を考えていくという企業の方針が伺える。

次に、図表４の非管理職層の処遇理念であるが、成果実績重視型以外の項目は現行・今

後に大きく開きがある。特に、能力発揮重視型と、年功重視型では差が顕著となっている。

能力発揮重視型は、現行 37.2％から今後 55.9％と約 20 ポイント増えている。年功重視型

では、逆に現行 32.0％から今後 7.1％へと約 25 ポイントの減少になっている。このように、

非管理職層では、管理職層と同様に年功重視型は減少していくことが予想され、反対に能

力発揮重視型はこの先、より増加していくことが予想される。

以上図表３、４から、管理職層では今後より成果主義が徹底されていき、非管理職層で

は能力主義が適用されていくことが伺えた。また、管理職層では現行と今後の開きがあま

りないことから、各企業で管理職層の処遇についてはほぼ完成していることが分かった。

一方で非管理職層では、現行と今後の開きが大きいことから、未だ処遇方法は一貫してい

ないと言え、各企業はそれに問題を抱えているのではないかと考えられる。

図表１～４から、現状では日本企業全体として成果主義は影を潜めつつあるが、大企業

では成果主義的要素が賃金決定のベースとして高い割合を占めていることが分かった。さ

らに管理職は非管理職と比べて特に成果主義の適用が考えられており、その傾向は今後よ

り強くなっていくようである。また、現状管理職以外では能力主義が主な処遇理念である

ようで、この傾向も今後より強まるようである。この傾向はインフォーマントの意見から

も見て取れる。JT 氏「役割の等級の低いものほどいわゆる成果じゃなくて能力評価がされ

ることになっていて、ウエイトが能力給と成果給、まあ評価の仕方がね能力で評価される

のか、成果で評価されるのか。分かりやすいのは管理職、課長とか部長っていうのは結果

がすべて」の発言のように、例えば等級が低いと予想される年齢の若い従業員の賃金構成

は能力評価が主で、管理職は結果（成果）の評価が主であるように、成果主義は大企業で

は未だに主流の賃金制度であるようである。

２‐２ 評価側、被評価側の問題意識

前項では管理職と管理職以外の実態を探った。ここからは従業員の労働を評価する人事

担当者と、一般の従業員の問題意識の違いについて探っていく。なお、評価を受ける側の

問題意識については、次節においてインフォーマントの意見からくみ上げることとする。

図表５を見てほしい。図表５は、厚生労働省(2007)の『就労条件総合調査結果の概況』

をもとに作成したグラフである。これは、1000 人以上の大企業を対象にした結果であり、

複数回答可である。自社の業績評価に課題が有るとした企業は全体の 92.5％であり、大半

の大企業が、課題が有ると答えている（全ての企業規模対象ではその割合は 87.7％で全体

としても非常に高い）。
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図表５

出所：厚生労働省（2007）

まず、この表の内訳を見て行く前に業績評価制度について簡単に触れる。業績評価とは

個人やチーム、部門などの業績を評価することであり、成果主義的賃金制度のベースとな

ると言えるものである。このベースには業績評価の他、役割評価や成果評価などがある。

ここでは、多少問題はあるが業績評価から生じる問題を成果主義の問題としたい。

改めて図表５を見てほしい。課題内訳は「部門間の評価基準の調整が難しい」、「評価者

の研修・教育が十分にできていない」、「評価に手間がかかる」、「格差がつけにくく中位の

評価が多くなる」、「仕事がチームワークによるため、個人の評価がしにくい」となってい

る。これらの内訳を見るに、評価そのものや評価者自体に大きく問題があるようである。

それから推測するに各企業では労働者の賃金決定が上手く行えていないのではないだろう

か。何をもって十分な賃金制度というべきかは個人によって差があるだろう。しかし、評

価者が様々な問題点を抱えそれを認識している現状で、労働者にとって満足のいく賃金制

度は確立されていないと言えるだろう。

第３節 労働者のリアルな意識

では、現代の労働者は成果主義や賃金制度についてどのように思っているのだろうか。イ

ンフォーマント 14 人の意見の中から探る。成果主義の導入状況やそれに肯定的か否定的か

を調べた上で、彼らは成果主義や賃金制度に対してどのように意識しているかを見ていく。

まず成果主義の有無に関しての質問に対して、QS 氏「ありますね。キャリアプランシー

トっていうのがあって」、JT 氏「年次が上がる、等級が上がることに成果で評価されるとい

うシステムになっています」、XL 氏「年功的なものも成果主義的なものもあるよ」、IG 氏「２

～３割程度ですが」、GX 氏「成果以外あまり評価する部分がないので」等の回答があった。

他には、賃金制度は成果主義なのか年功的なものかの質問に対して、BT 氏は、「両方ですね」
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と回答し、成果を評価し報酬を与える仕組みはあるかの質問に対して RG 氏「だから、さっ

きの件（クレームの解決）もそうじゃないでしょうか」と回答している。

インタビュー内容から判断して成果主義を導入されていないインフォーマントは２名程

であると考えられ、インフォーマントの多くは大なり小なり成果主義を適用されているよ

うである。日本企業の成果主義の導入割合は高いと以前に述べたが、今回のインタビュー

ではそれを裏付けるものとなった。

次に、成果主義に対してのインフォーマントは肯定的か否定的かであるが、成果主義を

全面的に肯定するインフォーマントの意見としては、RG 氏「成果挙げればそれだけあがる

って言うのはいいかな」、XL 氏「成果主義という概念的には大賛成」、JX 氏「管理職になっ

たら完全に成果主義になるし、それはそれでいいじゃん」などが挙げられる。彼らは、年

齢、業種、部門等に大きなばらつきがあるが、みな成果主義を肯定していると言える。

また肯定しているが、MX 氏「会社によっては必要だと思います。例えば売上イコール車

の販売数だとか、保険の営業であるとかは必要だと思うのですが」、JJ 氏「難しいですね。

成果を判断するっていうのは、例えば、営業みたいに車の営業だったら何台売れたとかね、

ちゃんと分かるところはいいかもしれないけど」のように、成果主義は業種や部門によっ

て違うと感じている方や、QS 氏「いいとは思うんですけど、評価する人でまちまちってい

うか、どうしても人の考えが入るんで合わせられないっていうのはあると思うんですけど」

のように評価側次第であると感じている方もいた。

上のように基本的には成果主義を肯定的している方が多い一方、LJ 氏「どっちかってい

うと、成果主義じゃない方がいいです」、JS 氏「やっぱり評価の部分て難しいと思うんです

よ。ですから、今年いい業績を上げたとかじゃなくて、長い目で見て能力のある人を早く

上にあげてあげるのがいいと思います。うちはチームワークが大事なんでチームの中で優

劣をつけ過ぎるといけないと思うんですね」のように成果主義に対して否定的な見解を示

している方もいた。しかしインフォーマント全体で考えると比較的成果主義を肯定的に捉

えているようである。このように現場では大なり小なり成果主義は導入されていて、彼ら

はそれを基本的に肯定しているようである。

次に、成果主義や賃金制度に対しての問題意識を探ってみる。上に一度挙げたが、MX 氏

「会社によっては必要。例えば売上イコール車の販売数だとか、保険の営業であるとかは

必要」、JJ 氏「難しいですね。成果を判断するっていうのは、例えば、営業みたいに車の営

業だったら何台売れたとかね、ちゃんと分かるところはいいかもしれないけど」などの意

見では業種、部門の違いによる評価の調整の難しさを感じていることが分かる。確かに配

属によって賃金に格差があったりするのは問題である。成果主義を導入するならば、公平

性などの観点から部門ごとにしっかりと調整していく必要がある。

また、JJ 氏「判断する人が誰かによってプラスにもなるしマイナスにもなると思うから、

難しいのかな」、BT 氏「能力主義はいいとは思いますが、すごい若い人が言うと。やっぱり

世の中ではある程度年のある人が言うのとでは、ちょっと違うところがありますね」、QS 氏

「評価する人でまちまちっていうか、どうしても人の考えが入るんで合わせられないって

いうのはあると思うんですけど」、同じく QS 氏「この部分が評価されたんだなっていうの
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は分かるんですけど、それがイコール賃金のいくら部分ってなると、それは評価の基準が

分からないんで」などは評価側に問題を感じていることが分かる。労働者の成績が評価者

によって左右されることはあってはならないが、上のようなインフォーマントの意見から

実際の現場では、少なからずそういった問題があることが伺える。労働者はもちろん公正

で公平かつ具体的な評価を求めている。

さらに、IG 氏「成果主義の部分が３～４割が理想。比率を上げすぎると個人プレイが大

きくなってしまうというか、社内での争いの激化の風潮が出たりするんじゃないかと、チ

ームワークも大事だと思う」や、JS 氏「今年いい業績を上げたとかじゃなくて、長い目で

見て能力のある人を早く上にあげてあげるのがいいと思います。うちはチームワークが大

事なんでチームの中で優劣をつけ過ぎるといけないと思うんですね。」に見られるように、

成果主義がチームワークに悪影響を与えると感じている。

以上のような問題意識は、第２節の図表５で表したような「部門間の評価基準の調整が

難しい」、「評価者の研修・教育が十分にできていない」、「仕事がチームワークによるため、

個人の評価がしにくい」等といった評価側の課題と被っている。今回は評価を受ける側の

インフォーマントが多かったのだが、彼らもそういった評価側や賃金制度の不備というも

のを働いている中で感じているのではないだろうか。

おわりに

今回インタビュー調査をして改めて成果主義的賃金制度の有効性を感じた。インフォー

マントのほとんどが成果主義を肯定しており、労働者は自分の仕事の成果をしっかりと評

価されることを望んでいることが分かる。一方で、成果主義的賃金制度に対して問題意識

を持っていることも分かった。その問題意識とは、各種調査結果にもあるように「部門間

の評価基準の調整が難しい」、「評価者の研修・教育が十分にできていない」などたくさん

ある。

各企業はこのような問題点を積極的に改善していかなければならない。管理者や人事担

当者等の教育を行ったり、労働者の意欲を高めるような確立された成果主義的賃金制度の

策定をしっかりと行っていく必要がある。また、評価側と評価される側が円滑なコミュニ

ケーションを図れ不満を解消していけるような環境を整える必要も企業側にある。評価側

から受ける側への一方通行ではなく、不満などの意見を評価側に伝えられる環境が、良い

賃金制度の策定の助けになっていくだろう。

私はこれからの日本企業の賃金制度はまず成果主義が前提であると考え、その評価につ

いてはこれまでよりも明確で公平公正になるように整備し、また評価側とされる側の円滑

なコミュニケーションが重要であると考える。これらによって少なくとも賃金制度におけ

る労働者の不満は解消されモチベーションをあげていくことができるのではないだろうか。
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